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                            開会　午前１０時００分
　　　　◎開会宣告
〇議長　北谷文夫君　おはようございます。ただいまから平成２０年第２回砂川市議会臨時会を開会いたします。

　　　　◎開議宣告



〇議長　北谷文夫君　本日の会議を開きます。

　　　　◎日程第１　会議録署名議員指名
〇議長　北谷文夫君　日程第１、会議録署名議員の指名を議題とします。
　会議録署名議員は、会議規則第７８条の規定により、矢野裕司議員及び一ノ瀬弘昭議員を指名します。
　本日の議事日程は、お手元に配付のとおりであります。

　　　　◎日程第２　会期の決定
〇議長　北谷文夫君　日程第２、会期の決定を議題とします。
　お諮りします。
　今臨時会の会期は、５月２１日の１日間としたいと思います。ご異議ありませんか。
                          〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
　ご異議なしと認め、会期は１日間と決定いたしました。

　　　　◎日程第３　報告第１号　専決処分の報告について
〇議長　北谷文夫君　日程第３、報告第１号　専決処分の報告についてを議題とします。
　提案者の説明を求めます。
　総務部長。
〇総務部長　善岡雅文君　（登壇）　報告第１号　専決処分の報告についてご説明いたします。
　地方自治法第１８０条第１項の規定により議会において指定されている下記事項について、別紙のとおり専決処分
をいたしましたので、同条第２項の規定によりこれを報告するものであります。
　賠償する額の決定の専決と議会への報告でございます。内容につきましては、自動車事故に係る損害賠償金の支払
いについてであります。
　裏面をお開きいただきたいと存じます。公用車による自動車事故損害賠償金を下記のとおり支払うものでありま
す。
　事故発生年月日は、平成２０年１月１０日木曜日午前９時５０分ころ。事故発生場所は、砂川市東４条南８丁目交
差点内でございます。相手方住所、氏名は、札幌市東区苗穂町１２丁目２番３９号、札幌野外科学株式会社測量士、
長岡克人氏であります。相手方車両名は、トヨタ・ハイエース、札幌４００そ２６―６４の業務用車両であります。
当市の運転手は、市民部ふれあいセンター保健係主任保健師、高島理穂であります。当市の車両名は、スバル・プレ
オ、札幌５８０い１６―１３でございます。事故の概要は、当市車両が業務のため砂川市総合体育館に向かう際、国
道１２号から南３号線を東進し、東４条南８丁目の交差点に進入したところ、札幌市から砂川市内の測量現場へ向か
うため東４条通りを北進してきた相手方車両が一時停止を怠り、交差点内に進入したことから、当市車両の運転席側
側面に衝突した事故でございます。過失割合は、当市車両が２割、相手方車両が８割で、示談年月日は平成２０年３
月２５日であり、賠償金は５万６，６１６円であります。支払い先は、札幌市東区苗穂町１２丁目２番３９号、札幌
野外科学株式会社であります。賠償金につきましては、北海道自動車共済協同組合からの全額の５万６，６１６円が
補てんされるものであります。
　以上、よろしくご審議いただきますようお願いを申し上げます。
〇議長　北谷文夫君　これより質疑に入ります。
　質疑ありませんか。
                            〔「なし」と呼ぶ者あり〕
　これで質疑を終わります。
　以上で第１号の報告を終わります。

　　　　◎日程第４　議案第４号　専決処分の承認を求めることについて
〇議長　北谷文夫君　日程第４、議案第４号　専決処分の承認を求めることについてを議題とします。
　提案者の説明を求めます。
　総務部長。
〇総務部長　善岡雅文君　（登壇）　議案第４号　専決処分の承認を求めることについてご説明を申し上げます。
　地方自治法第１７９条第１項の規定に基づき、次の条例を専決処分したので、同条第３項の規定に基づき、これを
報告し、承認を求めるものであります。
　専決処分条例は砂川市税条例の一部を改正する条例であり、専決処分年月日は平成２０年４月３０日であります。
　専決処分の理由は、地方税法の一部を改正する法律が４月３０日に成立、公布、施行されたことに伴う砂川市税条
例の一部を改正する条例の制定については、条例の適用期日を平成２０年４月３０日にする必要があり、議会を招集
する時間的余裕がないため、専決処分により制定したので、承認を求めるものであります。
　裏面をお開きいただきたいと存じます。改正の理由は、地方税法の一部を改正する法律が４月３０日成立し、同日
公布、施行されたことに伴い、本条例の一部を改正しようとするものであります。
　この改正の概要は、個人住民税において、特定中小会社、いわゆるベンチャー企業が発行した株式に係る譲渡所得
等の課税の特例を廃止するものであります。この制度は、ベンチャー企業が個人投資家からの資金調達をサポートす
るものであり、平成１２年４月１日から平成２１年３月３１日までの間に払い込みにより取得した特定中小会社が発
行した特定株式を売却する際に、売却時点での譲渡益を２分の１に圧縮する制度でありました。しかし、所得税にお
いて投資する時点で所得控除することができる制度に拡充されたため、住民税における特例をこの制度の期限だった
平成２１年３月３１日を待たずに法律の施行日の前日をもって廃止するものであります。
　附属説明資料、新旧対照表でご説明をいたします。条例（例）に基づいての改正であります。
　第２０条第１項、第２項、第３項の改正は、適用する政令の条文の条ずれに伴う改正であります。
　第４項の改正は、附則１９条の３の上場株式の譲渡時の課税の特例の定めを適用しないとする改正であります。
　第７項、第８項は削除するものであり、これは平成１２年４月１日から平成２１年３月３１日までに払い込みによ
り取得した特定株式の譲渡について、当該株式を譲渡した際、その譲渡益を２分の１に減額し、譲渡所得を計算する
特例を今回の改正により廃止するものであります。
　次に、附則でありますが、附則第１条は施行期日で、この条例は、平成２０年４月３０日から施行するものであり
ます。
　第２条は、経過措置で、この条例の施行日前に旧条例附則第２０条第７項の規定により取得した株式についての特
例を平成２１年３月３１日までとあるものを地方税法等の一部改正する法律が平成２０年４月３０日に公布されたこ
とから、その公布日の前日までの取得についてはその効力を有するものとするものであります。
　第２項は、平成２２年３月３１日までの経過措置で、この間における第２０条第４項の規定の適用は旧条例のまま
適用するものであります。
　以上、よろしくご審議賜りますようお願いを申し上げます。
〇議長　北谷文夫君　これより質疑に入ります。
　質疑ありませんか。



                            〔「なし」と呼ぶ者あり〕
　これで質疑を終わります。
　続いて討論に入ります。
　討論はありませんか。
〔「なし」と呼ぶ者あり〕
　討論なしと認め、これで討論を終わります。
　これより、議案第４号を採決します。
　本案を、原案のとおり承認することにご異議ありませんか。
〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
　ご異議なしと認め、原案のとおり承認されました。

　　　　◎日程第５　議案第３号　砂川市税条例の一部を改正する条例の制定について
　　　　　　　　　　議案第１号　平成２０年度砂川市国民健康保険特別会計補正予算
　　　　　　　　　　議案第２号　平成２０年度砂川市老人医療事業特別会計補正予算
〇議長　北谷文夫君　日程第５、議案第３号　砂川市税条例の一部を改正する条例の制定について、議案第１号　平
成２０年度砂川市国民健康保険特別会計補正予算、議案第２号　平成２０年度砂川市老人医療事業特別会計補正予算
の３件を一括議題とします。
　各議案に対する提案者の説明を求めます。
　総務部長。
〇総務部長　善岡雅文君　（登壇）　議案第３号　砂川市税条例の一部改正、一部を改正する条例の制定についてご
説明申し上げます。
　改正の理由は、後期高齢者医療制度の創設に伴い、１点目には、国民健康保険税に後期高齢者支援分を加えて賦課
するために所得割税率、平等割、均等割等の案分率及び課税限度額をそれぞれ定め改正、２点目には、後期高齢者医
療制度の資格を取得されたことにより、残された被保険者の負担の軽減を図る改正、さらに３点目には、介護納付金
に不足額が生じたことから、医療給付費分及び介護納付金分の案分率を改正し、負担の平準化を図る改正、４点目に
は、地方税法の一部が改正されたことに伴う改正、これらの改正のために本条例の一部を改正するものであります。
　改正の主な内容は、附属説明資料に基づき説明をいたします。２７ページをごらんいただきたいと存じます。な
お、附属説明資料１の表の構成につきましては、左から改正条項、改正項目、改正の内容、適用年月日となっており
ます。
　第１条の砂川市税条例の改正から説明いたします。
　第１９条の改正は、延滞金の定めでありますが、延滞金がかかる納入税目の定めに年金所得に係る市民税の特別徴
収税額及び国民健康保険税の特別徴収税額を加える改正であります。
　第２３条第１項の改正は、市民税の納税義務者の定めであり、収益事業を行わない法人でない社団及び財団で代表
者及び管理人の定めがあるものには賦課しないものとする改正であります。
　第３１条第２項の改正は、法人市民税の均等割の定めで、法人市民税の均等割を定めた表について、現行は税率の
高い法人を１号と定め、最低税率の法人を９号としていたものを最低税率の法人を１号とし、最も大きな法人を９号
とし、最低税率の法人を明文化して、資本金の額が明確でない法人を最低税率の１号法人と定めるもので、同条第３
項は均等割の算定期間の定めでありますが、地方税法が改正され、引用条項が廃止されたことによる改正でありま
す。
　第３３条第３項の改正は、引用している条が移動したことに伴う条文整理であります。
　第３４条の２の改正は、寄附金に関する税制の改正により、所得控除の寄附金控除を廃止することに伴う改正であ
ります。
　第３４条の７第１項の改正は、寄附金を所得控除から税額控除とする寄附金の税額控除制度の創設に伴う控除額の
計算方法の改正であり、同条第２項の改正は、いわゆるふるさと納税制度と言われる部分で寄附金税額控除に特例控
除を定めるもので、都道府県、市町村及び特別区への寄附について特例控除として所得割額の１割を限度として５，
０００円を控除し、所得税分を除いた残りの金額を税額控除とする改正であり、平成２１年度の課税分から適用する
もので、平成２０年度中の寄附から控除を受けることができるものであります。
　第３４条の８と第３４条の９の改正は、第３４条の７を追加したことによる条の移動及び条文整理であります。
　第３６条の２の改正は、市民税の申告の定めで、所得控除の寄附金控除を廃止し、税額控除である寄附金税額控除
を加える改正であります。
　第３８条の改正は、個人市民税の徴収方法の定めで、年金からの特別徴収制度創設に伴う改正であります。
　第４１条の改正は、個人市民税の納税通知書の定めで、年金所得に係る特別徴収税額を普通徴収へ繰り入れた場合
の税額通知について定める改正であります。
　第４４条から４７条までの改正は、年金所得に係る特別徴収制度創設に伴う現行の特別徴収の見出しを給与所得に
係る市民税の特別徴収とするための、ため改正するものであります。
　第４７条の２の改正は、公的年金等に係る所得に係る個人市民税の特別徴収の定めで、６５歳以上の老齢等年金受
給者の公的年金に係る個人市民税を老齢年金から特別徴収することとする改正であり、平成２１年度課税から適用す
るものですが、具体的に特別徴収が開始されるのは平成２１年１０月の年金からとなるものであります。
　第４７条の３の改正は、特別徴収義務者の定めで、特別徴収対象年金の支払いを行う者を特別徴収義務者とする定
めであります。
　第４７条の４の改正は、年金所得に係る特別徴収の納入の義務の定めで、特別徴収義務者の年金保険者が徴収した
特別徴収税額の納入義務を定める改正であります。
　第４７条の５の改正は、年金所得に係る仮特別徴収税額の定めで、前年１０月から翌年３月までに徴収した税額を
４月から９月までの仮徴収税額とする定めであります。
　第４７条の６の改正は、年金所得に係る特別徴収税額の普通徴収税額へ繰り入れの定めで、特別徴収の方法により
徴収されないこととなった金額を普通徴収により徴収することが、することとする定めであります。
　第４８条、第５０条は、法改正に伴う条文の整理であります。
　第５１条の改正は、市民税の減免の定めで、公益法人制度改革に伴い、民法第３４条に定める社団法人及び財団法
人が廃止されたことにより、新たに定められた公益社団法人及び公益財団法人を減免できるものとして改正するもの
であります。
　第５４条の改正は、固定資産税の納税義務者の定めで、独立行政法人緑資源機構の廃止及び引用条項の変更に伴う
改正であります。
　第５６条の改正は、固定資産税の非課税の規定の適用を受けようとするものの申告の定めで、第５１条の改正と同
様に、公益法人制度の改革に伴う改正であります。
　第１３０条の２の改正は、特別土地保有税の非課税の定めで、独立行政法人緑資源機構の廃止に伴う改正でありま
す。
　第１４３条以降の国民健康保険税に関する改正は、議案の４７ページ、参考資料に記載のとおり、後期高齢者医療
制度の創設に伴い、現在医療給付費分と介護納付金分とそれぞれ案分率を定め、賦課してまいりましたが、後期高齢



者支援分を新たに賦課することとなり、必要費用に合わせて賦課するよう案分率を改正するもので、課税限度額につ
いても３万円引き上げられ、医療給付費分と後期高齢者支援金分の合計で５６万円が５９万円となりました。また、
後期高齢者医療制度の資格を取得したことにより医療保険の負担が大きくなる世帯について、特定世帯として保険税
の負担軽減策をとるものであります。また、ことし１０月からの国民健康保険税を年金から天引きする特別徴収制度
を実施するために、所要の改正を行うものであります。
　税率の改正に係るものについては、議案の最終ページにあります参考資料をもとに説明をいたしたいと存じます。
この資料は、国民健康保険税の賦課基準及び税率改正案として税率改正の考え方を図示したものであります。一番左
側の平成２０年度当初予算が現行制度でありますが、上段が医療給付費分で下段が介護納付金であります。
　中ほどの第１段階案とされているものは、地方税法の改正に伴う税率改正であります。医療給付費分が医療給付費
分と後期高齢者支援金分に分かれます。これは、従前より医療費分の予算の中から老人健康保険制度の拠出金を支出
しておりましたが、その老健拠出金に相当するものが後期高齢者支援金であり、制度が創設されたことから、そこに
出す額についても明確化しようとする趣旨であることから、２分化したところでございます。表の中ほどに後期高齢
者支援金とありますが、現在後期高齢者支援金の必要額が約９，０００万円と見込まれることから、これを確保する
ために現行の医療給付費の保険税総額３億７，９５７万９，０００円、この総額は変えないで、現行医療給付費の税
率の一部を分割し、後期高齢者支援金分として現行の案分率、応能、応益割合を変えないように案分し、税率を定め
たところであります。
　また、課税限度額については、現在の５６万円が法改正により医療費分４７万円、支援金分１２万円の合計５９万
円と定められ、現行より３万円引き上げられることとなりますが、限度額を引き上げない場合、特別調整交付金の交
付要件を満たさないことから、同額に引き上げるものといたします。この限度額の引き上げに伴う増収分につきまし
ては、昨年度税率の引き上げを行い、国保会計の収支見込みをお示ししておりますので、増収分と同額を被保険者全
体に負担軽減できるよう、平等割額を一律８００円の引き下げを行ったところであり、その８００円を引き下げた額
が中ほどの医療費給付費分、後期高齢者支援金分の額でございます。
　また、２人世帯であった世帯がどちらか一方が７５歳を超えて後期高齢者医療へ移行するため、被保険者資格を喪
失したため一人世帯となった場合について、５年間に限り、これらの世帯を特定世帯として平等割額の２分の１の負
担軽減を行います。表の平等割額の欄の特定と記載されているところであります。これは、後期高齢者医療に移行す
ることにより残された国保の被保険者の保険負担が過重と、になることから、特定世帯として保険税の負担軽減策を
とるものであります。
　以上、第１段階案にあるように、医療給付費分の税率を所得割９％、均等割額２万１００円、平等割、特定世帯以
外は１万８，７００円、特定世帯９，３５０円と定め、後期高齢者支援金分を所得割３％、均等割額５，９００円、
平等割、特定世帯以外については６，５００円、特定世帯３，２５０円と定めたところであります。
　次に、介護納付金の改正であります。一番右側の最終案として示しているのは、４０歳から６４歳までの方が納入
する介護納付金について、平成１２年度に介護保険制度の創設により課税してきましたが、平成１３年度より現在ま
で限度額を除いて税率を据え置いてまいりました。当時はこの税率で十分対応できていたものの、近年介護納付金額
が増額されてきていることから、税率を引き上げざるを得ない状況にあります。表の当初予算での保険税見込額は
２，５２８万４，０００円で、今必要とされる額は３，５００万円で、ほどであります。この介護納付金の不足額の
１，０００万円を確保するため、応能、応益割合の配分を勘案した結果、新たな税率として所得割を１．３％引き上
げて２．７％、均等割を４００円引き上げて７，０００円、平等割を１，２００円引き上げて５，０００円とするも
のであります。この改正により、介護納付金分の不足額の１，０００万円を確保することができることから、同額相
当額を医療給付費の税率を引き下げることとし、医療給付費の税率について所得割を０．５％引き下げて８．５％、
均等割を２００円引き下げて１万９，９００円、平等割を特定世帯以外を４００円引き下げ１万８，３００円、特定
世帯を２００円引き下げて９，１５０円とするものであります。これにつきましては、介護納付金を納める者の負担
を応分の負担とすることで６５歳以上や４０歳未満の国保加入者の負担が減少するもので、後期高齢者支援金制度が
できたことにより国保税の負担の基礎が明確化され、みずからの医療費の負担部分を医療給付費、後期高齢者に対す
る現役世代の負担を後期高齢者支援金、４０歳から６４歳に対する介護保険の２号被保険者の負担を介護納付金とし
て３段階に分けて負担することとなり、負担の割合が明確化されたところであります。
　以上が国民健康保険税の税率等改正案の参考資料の説明となりますが、結果として税率がどのように改正されたの
かということになりますが、議案の４５ページの附属説明資料６、所得段階別比較表の一番上の欄の右側に税率の比
較が記載しておりますが、介護納付金がない世帯については現行税率と比べ所得割で０．５％、均等割で２００円、
平等割で１，２００円それぞれ引き下げ、限度額が３万円の引き上げとなります。これにより、この表に記載のとお
り、所得４５０万円以下の世帯はすべて負担が軽減されるものであります。
　次に、議案４６ページの附属説明資料７、介護納付金がある世帯についての税率は、所得割で０．８％、均等割で
２００円の引き上げ、平等割は変更なしと、限度額で３万円の引き上げとなります。これにより、７割軽減世帯の負
担は変わらないものの、現行の限度額前後の４００万円の所得階層では若干引き下げになるものの、その他の階層で
は１．２％から４．６％の引き上げとなるものであります。
　次に、議案の４１ページ、附属説明資料ナンバー２をごらんいただきたいと存じます。これは、医療給付費分の課
税額の比較表であります。合計欄、一番右側、合計欄の下から４行目に１世帯当たりの平均額を記載しております
が、１２万６，２３０円が９万１，７６７円と３万４，４６３円の減額となります。
　４２ページの附属説明資料ナンバー３には、後期高齢者支援金についての課税額の比較であり、１世帯当たり２万
９，９０５円の課税額になるものであります。
　次に、４３ページの附属説明資料ナンバー４は、医療給付分と後期高齢者支援金分を合算した資料となりますが、
下から４行目に、１世帯当たりの平均は１２万６，２３０円が１２万１，６７２円になり４，５５８円の減額となる
ものであります。
　次に、４４ページの附属説明資料ナンバー５は、介護納付金分の課税額の比較であり、１世帯当たり１万７，９６
７円が２万５，０２７円になり、７，３３０円の増額となるものであります。
　続きまして、附属説明資料ナンバー１に戻りまして、３１ページの第１４９条の改正から説明をいたします。
　納付方法の改正に伴う条例改正であります。第１４９条の改正は、国民健康保険税の徴収方法の定めで、徴収方法
を特別徴収と普通徴収とする改正であります。
　第１５０条、第１５１条の改正は、第１４９条を新たに加えたことによる条の移動及び法改正による条文の整理で
あります。
　第１５２条の改正は、保険税の特別徴収の定めで、６５歳以上の納税義務者が年度の初日において老齢等年金給付
の支払いを受けている者について、保険税を年金から特別徴収することとする改正であります。
　第１５３条の改正は、保険税の特別徴収義務者の定めで、保険税の特別徴収義務者を年金保険者とする改正であり
ます。
　第１５４条の改正は、特別徴収税額の納入の義務の定めで、年金保険者は保険税を徴収した日の翌１０日までに納
入することとする改正であります。
　第１５５条の改正は、資格喪失の場合の定めで、年金保険者が資格喪失の通知を受けた場合、必要事項を市長に通
知することとする改正であります。
　第１５６条の改正は、既に特別徴収対象被保険者であった者に係る仮徴収の定めで、前年１０月から３月までに特



別徴収していた額を４月から９月末までに徴収する仮徴収額とする改正であります。
　第１５７条の改正は、新たに特別徴収対象被保険者となった者に係る仮徴収の定めで、前年１０月１日までに新た
に特別徴収者の、徴収の該当者となった者は４月から、１２月までに新たに特別徴収の該当者となった者は６月か
ら、２月までに新たに特別徴収の該当者となった者は８月から仮徴収することとする定めであります。
　第１５８条の改正は、普通徴収税額への繰り入れの定めで、対象年金給付の支払いを受けなくなった等により保険
税を特別徴収の方法で徴収されないこととなった場合、普通徴収の方法により徴収することとする改正であります。
　以上が納付方法に特別徴収を行うことによる条例の改正であります。
　次に、第１５９条第１号の改正は、国民健康保険税の減額の定めで、軽減額の定めにつきましては議案４５ページ
の附属説明資料ナンバー６、４６ページの附属説明資料ナンバー７のそれぞれ表の右側に軽減額を一覧表にして記載
しておりますが、附属説明資料ナンバー７の表で軽減後の課税限度額を医療給付分について５６万円を４７万円に、
後期高齢者支援金分について１２万円とし、医療給付分に係る低所得者の軽減の額を７割軽減の被保険者均等割額に
ついて１万８，２００円を１万３，９３０円に、被保険者平等割額について特定世帯以外を１万２，８１０円に、特
定世帯を６，４０５円に、後期高齢者支援金分に係る被保険者均等割額について４，１３０円に、平等割額について
特定世帯以外を４，５５０円に、特定世帯を２，２７５円に、介護納付金分に係る被保険者均等割額について４，６
２０円を４，９００円に、平等割額について２，６６０円を３，５００円とする改正であります。
　第１５９条第２号の改正は、保険税の５割軽減の定めで、医療給付費分に係る低所得者の軽減の額を５割軽減の被
保険者均等割額について１万３，０００円を９，９５０円に、被保険者平等割額について特定世帯以外を９，１５０
円に、特定世帯を４，５７５円に、後期高齢者支援金分に係る被保険者均等割額について２，９５０円に、平等割額
について特定世帯以外を３，２５０円に、特定世帯を１，６２５円に、介護納付金分に係る被保険者均等割額につい
て３，３００円を３，５００円に、平等割額について１，９００円を２，５００円とする改正であります。
　第１５９条第３号の改正は、保険税の２割軽減の定めで、医療給付費分に係る低所得者の軽減の額を２割軽減の被
保険者均等割額について５，２００円を３，９８０円に、被保険者平等割額について特定世帯以外を３，６６０円
に、特定世帯を１，８３０円に、後期高齢者支援金分に係る被保険者均等割額について１，１８０円に、平等割額に
ついて特定世帯以外を１，３００円に、特定世帯を６５０円に、介護納付金に係る被保険者均等割額について１，３
２０円を１，４００円に、平等割額について７６０円を１，０００円とする改正であります。旧１５１条第３項の改
正は、２割軽減の適用について申請が必要であったものを自動的に適用させることができるようになりましたので、
申請制度を定めていたこの項を廃止するものであります。
　第１６０条、第１６１条、第１６３条の改正は、第１５２条から１５８条、特別徴収の定めを追加したことに伴
い、条が移動するものであります。
　旧第１５４条の改正は、保険税の徴収方法については新たに第１４９条に定めたことから、この条を削除するもの
であります。
　第１６２条の改正は、保険税の減免の定めで、後期高齢者医療制度の創設に伴い、制度創設時の後期高齢者または
創設後に７５歳に到達し、後期高齢者医療制度に移行することにより当該被保険者の被扶養者から国民健康保険の被
保険者になった者に対し、新たな保険料を負担することとなるため、激変緩和措置として２年間保険料の負担を軽減
するため改正するものであり、また条文の追加により条を移動するものであります。
　次に、附則についてでありますが、附則第４条の２は、公益法人等に係る市民税の課税の特例の定めであり、公益
法人等が贈与を受けた財産を公益目的事業に供さない場合、その財産をその法人の所得とみなして市民税を課すこと
とする改正であります。
　附則第５条の改正は、引用条項の変更に伴う条文整理であります。
　附則第６条、附則第７条の改正は、地方税法の一部改正に伴う条文整理であります。
　附則第７条の３の改正は、個人市民税の住宅借入金等特別税額控除の定めで、住宅借入金等特別控除申告書提出期
限の特例を定める改正及び地方税法の一部改正に伴う条文整理であります。
　附則第７条の４の改正は、譲渡所得の特例を受ける場合における寄附金税額控除の特例控除額の特例を定める改正
であります。
　附則第８条の改正は、肉用牛の売却による事業所得に係る市民税課税の特例で、適用期間を平成２４年度まで延長
する改正及び地方税法の一部改正に伴う条文整理であります。
　附則第１０条の２の改正は、新築住宅等に対する固定資産税の減額規定の適用を受けようとする者がすべき申告の
定めで、熱損失防止改修住宅または熱損失防止改修専有部分について適用を受ける場合の申告の手続を定める改正及
び地方税法の一部改正に伴う条文の整理であります。
　附則第１６条の３の改正は、上場株式等に係る配当所得に係る市民税課税の特例の定めで、当分の間上場株式等の
配当等を有する場合は他の所得と区分して上場株式等に係る課税配当所得の金額の１００分の３に相当する金額に相
当する市民税の所得割を課すこととする改正であります。
　附則第１６条の４から附則１９条の２の改正は、それぞれ法改正に伴う条文の整理であります。
　附則第１９条の３の改正は、上場株式等を譲渡した場合の株式等に係る譲渡所得等に係る市民税の課税の特例の定
めで、法改正による軽減税率の廃止に伴う条の削除であります。
　附則１９条の５の改正は、源泉徴収選択口座内配当等に係る市民税の所得計算の特例の定めで、源泉徴収選択口座
内配当等に係る配当所得をそれ以外の配当所得と区分し、所得計算する特例を定める改正であります。
　附則第１９条の６の改正は、上場株式等に係る譲渡損失の損益通算及び繰り越し控除の定めで、平成２２年度以後
の上場株式等に係る譲渡損失の損益通算及び繰り越し控除を行うことができることとする改正と条文整理でありま
す。
　附則第２０条の２から附則第２７条の改正は、法改正に伴う条文整理であります。
　附則第２８条から附則３１条の改正は、平成１８年度と１９年度における国民保険税の算定及び減額の特例廃止に
より、条文を削除するものであります。
　旧附則第３２条から第４１条までの改正は、附則第２８条から第３１条までを削除したことに伴い、条が４条ずつ
繰り上がるものであります。
　次に、第２条の砂川市税条例の一部改正であります。附則第２３条は、都市計画税の課税標準の特例の定めで、地
域交通の活性化及び再生に関する法律の一部改正による条文整理であり、附則第２３条が既に第１条でも改正されて
いることから、施行日が違うことから第２条により定めているものであります。
　次に、第３条の砂川市税条例の一部改正であります。前条と同様に、都市計画税の課税標準の特例の定めでありま
すが、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行に伴う条文整理でありますが、前条と同様に施行日の違いか
ら第３条で定めるものであります。
　次に、２０ページに戻っていただきたいと存じます。施行附則についてであります。
　第１条には、この条例の施行期日を定めております。公布の日から施行し、４月１日から適用するものでありま
す。ただし、第１条の規定中、第１号以降に定めるものはそれぞれ記載された日から適用するもので、これらの適用
年月日は２７ページ、市税条例の改正要旨で適用年月日の欄に記載をしているところでございます。
　第２条は地域公共交通の活性化及び再生に関する法律の施行日から、第３条は平成２０年１２月１日から施行する
ものであります。
　２１ページ、第２条は個人の市民税に関する経過措置の定めであり、２４ページ、第３条は法人市民税に関する経



過措置、２５ページ、第４条は固定資産税に関する経過措置、２６ページ、第５条は固定資産税に、いや都市計画税
に関する経過措置、第６条は国民健康保険税に関する経過措置であります。それぞれ改正に関する部分は、特段の定
めがあるものを除き、平成２０年度課税分から適用するもので、平成１９年度分までは、なお従前の例によるもので
あります。
　以上が地方税法改正等による砂川市税条例の改正内容であります。
　以上、よろしくご審議をいただきますようお願いを申し上げます。
〇議長　北谷文夫君　市民部長。
〇市民部長  井上克也君  （登壇）　議案第１号　平成２０年度砂川市国民健康保険特別会計補正予算についてご説
明申し上げます。
　今回の補正は、第１号となります。
　第１条は、歳入歳出予算の補正であり、歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ３７３万７，０００円を減額
し、歳入歳出予算の総額をそれぞれ２５億４，５７１万円とするものであります。
　それでは、歳出からご説明申し上げます。１４ページをお開き願います。１２款前年度繰り上げ充用金、１項１目
前年度繰り上げ充用金で３７３万７，０００円の減は、平成１９年度の赤字分を収支の均衡を図るため平成２０年度
予算で前年度繰り上げ充用金として計上しておりましたが、国保特別会計の収支状況が好転する見込みとなったこと
及び今回の補正による収支の均衡を図るため、減額補正するものであります。
　歳入につきましては、５ページ、総括でご説明させていただきます。１款国民健康保険税で３７３万７，０００円
の減は、国民健康保険税の改正に伴い、減額補正するものであります。主な改正点につきましては、後期高齢者医療
制度の創設に伴い、現在の医療給付費分と介護納付金分に後期高齢者支援金分を加え、いわゆる３本立てとすること
とし、さらに介護納付金分約１，０００万円の不足額を確保するため、介護納付金分の増税を行い、その増税分につ
いて医療給付費分を減税するものであります。なお、詳細につきましては、砂川市税条例の一部を改正する条例の制
定についての説明内容のとおりであります。
　以上、よろしくご審議賜りますようお願いを申し上げます。
　引き続き、議案第２号　平成２０年度砂川市老人医療事業特別会計補正予算についてご説明申し上げます。
　今回の補正は、第１号となります。
　第１条は、歳入歳出予算の補正であり、歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１，５０７万７，０００円を追加
し、歳入歳出予算の総額をそれぞれ２億５，４５９万３，０００円とするものであります。
　それでは、歳出からご説明申し上げます。１０ページをお開き願います。４款諸支出金、１項１目過年度過誤納還
付金で７６２万３，０００円の補正は、医療費交付金等精算返還金であり、平成１９年度に概算交付された支払基金
医療費交付金、支払基金審査支払手数料交付金及び道医療費負担金について、医療費及び審査支払手数料の確定に伴
い、過大交付となりましたので、医療費交付金で１９０万１，０００円、審査支払手数料交付金で３５万４，０００
円、道医療費負担金で５３６万８，０００円をそれぞれ過年度過誤納還付金として返還するものであります。
　１２ページをお開き願います。５款前年度繰り上げ充用金、１項１目前年度繰り上げ充用金で７４５万４，０００
円の補正は、前年度繰り上げ充用金であり、平成１９年度老人医療事業特別会計の歳入のうち国庫支出金が過少交付
となり、これにより生じた歳入の不足額を地方自治法施行令第１６６条の２の規定に基づき、平成２０年度の歳入を
繰り上げて充てるため補正するものであります。
　歳入につきましては、５ページ、総括でご説明させていただきます。２款国庫支出金１，５０７万７，０００円の
補正は、平成１９年度で過少交付となりました国庫支出金が過年度分として交付されるものであります。
　以上、よろしくご審議賜りますようお願い申し上げます。
〇議長　北谷文夫君　以上で各議案の提案説明を終わります。
　１０分間休憩いたします。
                            休憩  午前１０時５３分
                            再開  午前１０時５８分
〇議長　北谷文夫君　休憩中の会議を開きます。
　これより議案第３号の質疑に入ります。
　質疑ありませんか。
　武田圭介議員。
〇武田圭介議員　（登壇）　おはようございます。それでは、議案第３号　砂川市税条例の一部を改正する条例につ
いて、２つの大きなテーマに沿って質疑を行います。
　まず、ふるさと納税について伺います。１点目は、本改正において地方公共団体に対する寄附金税制の見直しに伴
い、ふるさと納税制度が創設されますが、居住地である自治体で行政サービスを受けていながら対象自治体とは異な
った場所に納税することは、受益者負担の原則に照らして納税者間格差を生むものと考えますが、都市部と異なり、
どちらかといえばその恩恵を受けるほうが可能性として高いと思われる砂川市の基本的な考えとその効果をどのよう
に見込んでいるのか伺います。２点目は、この寄附金についてですが、納税者が使途を限定した形で納税者の意思を
反映した納付ができるものなのかどうか、あるいは使途を限定できないものなのかどうか伺います。３点目として、
本改正によりこのような制度が創設されたわけですが、せっかくの制度でありますから、ふるさと納税を呼びかける
周知の徹底についてはどう考えているのか伺います。
　次に、公的年金からの個人市民税の特別徴収について伺います。１点目は、この制度が導入されることによって、
砂川市においてはどのくらいの対象者数が見込まれているのか伺います。２つ目は、この制度を導入するに当たっ
て、特別徴収を行うためのシステムづくりが必要となってくると思いますが、そのシステム構築と制度導入に向けて
のタイムスケジュールを伺います。３点目は、確認としまして、地方税法３２１条の７の２第１項は、原則として市
町村は特別徴収の方法によって徴収するものとするとし、ただし書きにおいて、その他特別の事情により特別徴収の
方法によらないことができるとも規定しておりますが、このその他特別の事情とはどのような事情を指すのか伺いま
す。
　以上のことを１回目の質疑としてお聞きいたします。
〇議長　北谷文夫君　総務部長。
〇総務部長　善岡雅文君　（登壇）　それでは、私のほうから随時ご答弁を申し上げていきたいと思います。
　まず、ふるさと納税の関係でございます。この制度の砂川市の基本的な考え方と効果ということでございまして、
簡単に前段この制度の概略といいますか、それを申し上げたいというふうに思いますけれども、従来寄附金をする場
合につきましては所得税であれば５，０００円以上、住民税であれば１０万円以上についてはそれぞれ寄附金控除が
受けられていたと、ただしそれらの控除については税額からではなく所得の中から控除されるという制度でございま
した。今般ふるさと、いわゆるふるさと納税制度というのができまして、地方自治体に寄附した場合についてはこれ
を税額控除に変えましょうと。内容につきましては、例えば例ですけれども、１００万円の税額を払っていた方につ
いては、その１割、１０％を限度として税額控除をすると、内容としては５，０００円を控除した残り、例えば１０
万円を寄附したとすると９万５，０００円については税額控除が受けられるという制度でございまして、例えばふる
さとを離れて就職して、どこか違う東京都のほうに例えば行って働いている方がふるさとを思って寄附をした場合に
ついては、東京都の税額のほうが落ちると、寄附金については砂川市に入ってくるという考え方で、それは寄附され
る方が砂川市とそれぞれコンタクトとりながら手続を進めていくという考え方になってきます。それで、砂川の対す



る効果でございますけれども、ちょっとどのぐらいの方が砂川のほうに寄附されるのかというのはまだ未知数なとこ
ろがございますので、何とも申し上げられないところがございますけれども、これらについては砂川市で今定住、移
住の促進の事業を進めてございますので、それらを通して各都会のほうに向けての発信はそれぞれその中でしていき
たいというふうに考えてございますし、また東京砂川会で集まりも２年に１回持ってございますので、その場での活
用も考えていきたいというふうに思いますけれども、具体的にはホームページの中である程度手続等、寄附の目的等
も定めた中でやっていきたいと。ただし、砂川市は寄附金条例を持って、その寄附の受け皿をつくろうという考えで
はなくて、従来どおり砂川市の寄附の受け方については特定目的、その目的をお聞きした上で寄附を受けているとい
うものがございますので、例えば従来ですと図書館の蔵書のために寄附したいだとか、社会福祉事業に使ってくださ
いというような目的がございますので、基金のないものについてはそれらの事業に充当していくと。また、基金、例
えば砂川市では社会福祉事業基金、それからまちづくり事業基金がございますが、それらに該当するものについては
それらに、一度基金に、で受けていくというようなふうなことを考えているところでございます。周知については、
ホームページ、その他等でそれらを早急に、今検討している段階でございますけれども、早急にホームページの中で
発表してやっていきたいというふうに考えております。
　それから、２点目の年金特徴の対象者でございます。年金特徴の対象者でございますけれども、これにつきまして
は、これは市民税のほうの対象者でいきますと、市民税で課税されている者のうち公的年金の支給を受けている６５
歳以上の方で約１，６００名ほどございまして、そのうち課税されている人の割合が約８割で１，３００人であり、
この１，３００人が対象になってくるというふうに考えております。それから、国民健康保険税でございますけれど
も、これにつきましては世帯主が６５歳から７４歳までが対象になってきますので、約１，０００世帯ほどが被保険
者となります。そのうち口座振り込みをしている世帯等が除外になりますので、実際に特別徴収になる者について
は、現在のところで、今作業を進めておりますけれども、把握し切れていないというのがございますけれども、約全
体の３割程度になるのでないかというふうに推計をしているところでございます。
　それから、特別徴収のシステムのスケジュールでございます。これにつきましては、国民健康保険のほうにつきま
しては１８年に法律が通ってございますので、これらのシステム改修に係るものについては作業がもう進んで、終わ
ってございます。それで、これの国保のときのシステム改修に要した期間が約６カ月程度、かなり複雑なシステムで
ございますので、６カ月程度かかってございます。それで、これを市民税のほうで導入するとなれば、法案が通った
のが４月の３０日でございますので、これから作業をするということになりまして、来年の１月には公的年金の支払
い者のほうから報告が電子データで送られてきますので、来年の１月までにはシステムができていないと対応ができ
なくなってしまうというのがございますので、今回この条例が通りましたら早急に手続を進めまして、何とか１月ま
でには間に合わせていきたいなというふうに、間に合わせていかなければ対応ができなくなってしまうというのがご
ざいまして、１月に公的年金の支払い報告が電子データで提出されて、システムができていればその中で処理をし
て、来年の５月には特別徴収義務者のほうにそれぞれ通知を保険者から送るという形になって、７月には今度特別徴
収依頼の通知を保険者から通知すると、１０月から特別徴収の開始をすると、いわゆる年金の引き去りをするという
ような流れで進めているところでございます。
　それから、今回の地方税法の改正で、年金からの特別徴収、これのただし書き、これにつきましては市民税につい
ても国民健康保険税についても法律のうたい方、市税条例の改正の仕方については同じ内容となっておりまして、市
民税と国保と国民健康保険と分けてちょっとご説明をしたいのですけれども、市民税につきましても市全体、国保に
つきましても市全体の普通徴収か特別徴収かの分け方、それと別に市民税、国保税についても個人を対象にした分け
方、この２本立てで法律または政令ができてございますので、まず市民税のほうからいきますと、市の全体でどうい
う方法でやるのだという基準でございます。市民税のほうにつきましては、公的年金の支払いを受けた者で６５歳以
上の者について年金の支払いの際に特別徴収の方法により徴収することとするということで、内容につきましては徴
収することとするで、できるではなくて、しなさいというような内容になってございます。ただし、ただし書きで、
市町村内に対象者が少ないこと、その他特別な事情により特別徴収を行うことが適当でないと認められる市町村につ
いては、特別徴収によらないことができるというふうにされているところでございます。
　それで、この点について市民税の関係については総務省の所管でございますので、国会の中でこの辺の質疑がされ
ておりまして、増田総務大臣のほうが国会の質疑の中で、これらの特別徴収する理由としては市町村における徴収の
効率化、それと年金受給されている方にとっての納税の手続の負担の軽減ということを申し上げておりまして、さら
には既に現在特別徴収を行っている給与所得者の皆さんについては、これは普通徴収を選択できる仕組みとは特にな
っていないと、そこは選択、いわゆる特別徴収を行っている方々についてはそこが選択できないような仕組みになっ
ているということも理由として述べているところでございますけれども、今回の制度を導入するということにつきま
しては、この徴収方法です。徴収方法につきましては、特別徴収の方法によることをこちらのほうでは原則としてい
ると、こととして普通徴収の方法は選択できないような仕組みにする、そういう制度設計になっているというふうに
申しております。これは、国会での質疑の内容でございますけれども、ここのただし書きにつきましては、前段申し
上げたとおり市町村内の対象が少ないというような本当に小さな例えば村とかで、いわゆる対象が少なくてシステム
に係る経費が膨大にかかるよと、そういう中ではそれが本当にいいのだろうかと、効率化の面でというところで例外
的な規定を述べておりまして、その他特別な事情というのは明確に明示しておりません。法のつくり方としては、あ
る程度災害等、天災等でどうしても特別徴収できない場合を想定すると、法のつくりとしてはこういう例外規定は一
般的に設けるものでございます。
　それと、市民税の個人別の徴収、いわゆる特徴除外の規定でありますけれども、まず１点目としては当該年度の初
日の属する年の１月１日以後、市の区域に住所を有していない者については、これは当然ですけれども、特別徴収し
ないと、それから老年者、老齢等年金給付が年額１８万円未満の者、これでも当然のごとく個人別で徴収はしない
と、それから３点目としては、特別徴収した場合老齢年金の支払いが受けないこととなる者についても、これは特別
徴収は当然のごとくしませんよというふうに言ってございまして、個人別にはある程度特別徴収をしない者としては
規定はされているところでございます。
　それと、次に国保の関係でございますけれども、国民健康保険につきましても先ほど申し上げた公的年金の支払い
を受けた者でといううたい方については６５歳以上ということで同じでございますけれども、国民健康保険の市全体
での特別徴収か普通徴収するかということの選択でございますけれども、これについては全部の被保険者数が１，０
００人に満たない市町村、それから収納率が９８％以上、これらについては政令でうたっているところでございます
けれども、以上であること、それから口座振替率が８５％以上ある市町村、それからシステムの入れかえ等を今現在
予定していて、仮システム構築が必要になった場合について技術的に特別徴収を実施するのが難しいというところに
ついては特別徴収を実施しなくてもよいというふうに言ってございますけれども、これらの規定以外で、もししない
となると法令に反することになるということで、厚生省のほうで見解を述べてございます。
　それから、今度国民健康保険の個人の判断でございます。個人の判断では、１点目には、これも政令または通知で
言ってきているのでございますけれども、老齢年金給付が年額１８万円未満の方、それから保険税が介護保険料と合
算して老齢等年金の給付額の２分の１以上の場合については特別徴収しませんと、それから同一世帯に６５歳未満の
被保険者がいる場合、４点目には被保険者の納入実績等を考慮し、普通徴収のほうが徴収を円滑にできる場合として
次の事項を挙げてございます。制度導入時に及び特別徴収判定時に滞納がなく、口座振り込みで納入している者で収
納が確実に見込めると判断した場合には個人別にこれは特別徴収をしなくてもいいと、それから７５歳到達まで２年
未満である場合、いわゆる７５歳に到達しますと今度制度が変わりまして後期高齢者のほうに移行しますので、それ



は別のほうに行くということで、そういう方については途中で変わってしまうので、特別徴収をしなくてもよろしい
ですよと、それから７５歳に到達する年度の徴収について普通徴収の方法のほうが徴収事務を円滑に遂行できると判
断した場合、それから過年度分の滞納があり、現年度と過年度という納付が難しいため、特徴によることが適当でな
い場合、いわゆる滞納されている方、それから災害、その他の理由と、それ以外に災害、その他の理由というふうに
なって、細かく国民健康保険の場合については定められていて、これらに合致した場合についてはそれぞれ特別徴収
やらなくてもいいですよという、細かく定められておりますので、これに合致しない場合は、先ほども申し上げたと
おり、厚生省はそれは法令、これに従わないでやった場合については法令違反であるという見解を出しているところ
でございます。
　ただし書きの内容については、以上のとおりでございます。
〇議長　北谷文夫君　武田圭介議員。
〇武田圭介議員　それでは、２回目の質疑を行いますけれども、まずふるさと納税のほうは、部長のほうから砂川市
としては寄附金条例のほうは今のところ考えていないという答弁まで出てしまったので、ちょっと聞きづらいなと思
いまして、あくまでも今のふるさと納税の新しくできた制度にのっとって砂川市以外に住んでいる方が砂川市のため
に納税していただける、そのような取り組みというのをホームページだけでなくこれからいろいろと、特に若年者の
方で大学の進学とか就職等で出ていかれる方も多いでしょうから、そういった取り組みというものがもう少しいろい
ろと検討できないのかなと。というのは、せっかくこういった制度ができるわけですから、これをむざむざ何も使わ
ないというのはもったいないような気がするのです。そういった制度を拡充したような使い方というものは、できな
いのかなというようなことを２回目としてお伺いしたいと思います。
　それから、特別徴収のほうではいろいろとご答弁いただきましたけれども、正直私もいろいろな住民の方とお話を
していて、いろいろ国の制度のほうで年金からの特別徴収というものが行われて、本当低所得者の方というのは年金
だけの方というのは厳しい生活を強いられているわけなのです。あくまでもこれは法に基づいての条例改正ですか
ら、法に反した改正というのは当然できないわけでありますから、いろいろと調べてみたのですけれども、その中で
この規定の仕方が何々しなければならないではなく何々するものとするというふうに書いてあったので、これはどう
なのだろうというふうに思って調べてみました。法制執務にもルールがありますから、当然しなければならないとい
うのは義務規定でありまして、これは確実に実行しなければなりません。するものとするというのも調べてみたら、
しなければならないよりは緩やかではあっても、義務規定には違いない。ただ、合理的な理由がある場合には、ただ
し書きにあるようにできる規定を設けて、任意に選択をとることができるというふうに法制執務のルールとして定め
られているわけでありますけれども、そうであるならば、今１回目の質疑の中で特別の事情ということについては部
長のほうから答弁いただきました。私が１回目の質疑でなぜ、どのくらいの対象者数が見込まれているかというのを
お聞きしたのは、このただし書きの中で当該市町村内の特別徴収対象年金所得者が少ないことというのが入っている
のです。この少ないことというのが砂川市の場合１，３００人というのが、それはどうなのだろうという趣旨で再度
お聞きしたいのですけれども、多分国保等の関係で１，０００人未満のときには国保の場合はそういう特別徴収とい
う方法をとらないことができるというような話もありましたけれども、砂川市の場合、これは市民税のほうですけれ
ども、１，３００人ぐらいが対象となっていると、しかもこれから高齢化率が上がってどんどん高齢者がふえていく
ようなことになれば、当然このただし書きの上の部分の規定、これもどうなのかなと。その辺砂川市の見解としては
どうなのかというようなことを再度お聞きします。
〇議長　北谷文夫君　総務部長。
〇総務部長　善岡雅文君　まず最初に、寄附金の関係でございます。寄附金条例はつくらないというふうに考え方を
述べたのですけれども、従来から、先ほども申し上げたのですけれども、指定していただいて寄附金を受けている
と。それで、都道府県なんかの条例見ると、ある程度基金条例、受け皿としての基金条例、それは例えばこういう施
設を建設するから、広く全国の皆さんに協力してくださいとか、そういうような目的を明確にうたっているわけです
けれども、なかなか砂川市では、病院のために例えば寄附金するとなれば、病院のほうに直接寄附金を受けれるとい
うのがございますので、ある程度既存の基金条例なり従来の砂川市のやり方の中で寄附金は受けることが十分可能で
あると。また、条例つくったとしても、これは都道府県の担当者も大変悩んでいるところなのですけれども、どれほ
ど一体寄附金が、条例はつくったはいいけれども、どのぐらい集まるのだろうかということで、ＰＲのほうに力を注
いでいるという実態もございます。ですから、砂川市も新たな寄附金、例えば寄附金条例つくるとなるとその目的が
必要でございます。それらについては、ある程度本人の意思をこちらのほうで、例えば砂川市に寄附をしたいという
申し出が市外からあった場合については、それらの方々と、寄附の目的をお聞きして納付方法等の相談をそれぞれ手
続を定めてやっていこうという中では十分クリアしていけるだろうというふうに考えているところでございますの
で、あえて寄附金条例はつくる考えは今の段階ではございませんというふうに申し上げたところでございます。
　また、周知方法なのですけれども、もっと、こういう制度ができたのだから活用してはと言われるのは議員のおっ
しゃるとおりでございまして、せっかくの歳入確保のいい制度でございます。ただ、ちょっと言いづらいことなので
すけれども、従来砂川市民が砂川市に寄附した分についても、これ税額控除の対象となって、痛しかゆしなのですけ
れども、市民が砂川市にした場合については寄附金は入ってくるのですけれども、税額のほうではちょっと落ちてし
まっているということもございますので、市外なり道外のほうにいかにアピールしていったらいいのだろうかという
ようなことを考えますと、当然ホームページの中で砂川市の物の考え方、趣旨等、あと納付の、寄附の仕方等を定め
て、１番目にはホームページの中で市外に発信していくのが一番いいだろうと、それから先ほど申し上げた、ちょっ
とそれは内部で検討するのですけれども、東京砂川会を通すなり、あそこには砂川出身者の方が多く集まってこられ
ます。また、移住、定住でパンフレット等もつくってございます。それは、札幌なり東京なりに出かけて、いろいろ
昨年も向こうのほうでＰＲをしてまいったという実態もございますので、それを活用しながら、民間の力もおかりし
て広くＰＲしていって、少しでも市外からの寄附金を受けて、砂川市の行政の運営の寄附者の意思を尊重しながら、
やっぱり寄附金は受けるべきものというふうに考えてございますので、それをお聞きしながら受けて、議員言われる
とおりもっと活用方法についてはいい方法を検討していきたいというふうに考えております。
　それから、国保の、ただし書きの関係で国保で１，３００人、この基準もちょっと難しいところなのですけれど
も、市民税のほうについては総務大臣が国会の中であのような答弁をしておりますので、果たして、今のところ政令
は出ておりません。出るのだろうかという感じもしないわけでないのですけれども、税ですから、憲法の言う納税の
義務というふうにうたわれていて、基幹税でございます。市でいえば基幹税になるものですから、これについてもし
基準が出るとしても、恐らくかなり国保のハードルよりは高いものに、もっと厳しいものになるような感じもしない
わけでないのですけれども、国会答弁の中では普通徴収は原則として考えていないと、そういうシステムでないとい
うふうに総務大臣が言っているものですから、なかなか、総務省のほうでは法令違反とは言ってございませんけれど
も、それについては国保よりは厳しいものになろうかというふうに考えています。ただ、国の考え方はどうしても効
率性ということが出てきますので、いかにも不合理な場合、本当に対象者が少ないところでソフト開発に多大な経費
をかけて、少ない人数で徴収するのだというような考え方のもともとの基本の考えの中では効率性というものを考え
てと言ってございますので、その辺は国保よりはもっと厳しい基準に、もし出たとしても、政令なり通知が出たとし
ても厳しくなるのでないかというふうには考えているところでございます。
〇議長　北谷文夫君　土田政己議員。
〇土田政己議員　（登壇）　私も議案第３号　砂川市税条例の一部を改正する条例について総括質疑をさせていただ
きます。



　今武田議員からご質疑ありましたので、ダブらないような形で質疑をさせていただきたいと思いますが、今回の条
例改正の理由は、提案説明にもありましたように後期高齢者医療制度の創設に伴うものと地方税法の一部を改正する
に伴うという中身のものでありますけれども、特に今、後期高齢者医療制度をめぐっては国民の怒りが頂点に達して
おります。最近の新聞の世論調査を見ても、この制度に反対する人あるいは、この制度を評価をしていない人は日経
新聞で７４％、毎日新聞では７７％、ＪＮＮで７５％と国民の大多数に達し、国会でも野党４党が共同して廃止法案
を提出、政府与党も国民の声に押されて見直し改善策を来月までにまとめる方針だとも言われています。後期高齢者
医療制度で国民が怒っているのは、７５歳以上の切り捨て、切り離す制度であること、あるいは保険料の不明確な実
態と負担増がされるということと、中でも一番怒りになっているのは保険料の年金からの強制的な天引きでありま
す。これは、先ほどもお話がありましたけれども、憲法で保障されている生存権にかかわる問題として国会でも議論
されております。そこで、まず最初に基本的な点についてお伺いしますけれども、介護保険料、後期高齢者医療保険
料に続き、今回の個人市民税、国民健康保険税の特別徴収制度、つまり年金から強制的の天引き、これは憲法第３０
条の趣旨からいっても、また憲法第２５の生存権の保障にかかわる問題としても極めて重要な問題だと考えていま
す。先ほども言いましたように、当然これらは国会で議論されておりますけれども、市民一人一人にかかわる問題で
あり、市民生活に直接大きな影響を及ぼす問題でありますので、これをどのような根拠に基づいて本人の了解もなく
年金から強制的に天引きすることができるのか、まず市長にその基本的見解をお伺いしたいというふうに思います。
　次に、具体的な問題について伺います。条例、改正条例４７条２項、６５歳以上の年金受給者から個人住民税の特
別徴収、いわゆる年金からの天引きになる人は総務省でも全国的には五、六百万人というふうに言われて、先ほど武
田議員の質問では砂川でも１，３００人というふうに言われておりますけれども、これは年金受給者全体の中の割合
では砂川はどのぐらいになっているのか、全国的には２割強というふうに言われておりますけれども、砂川では高齢
者も多いようですから、どのぐらいになっているのかまずお伺いしたいというふうに思います。
　次に、この具体的な実施が０９年の１０月からなのに今条例改正する。衆議院の解散、総選挙も求められており、
来年の議会でも十分間に合うのでないかと、ことしの１０月からやるというのであれば今やらなければなりませんけ
れども、来年の１０月からやるのですから、まだ政治情勢がどうなるかわからないので、なぜ今の時期にこれを改正
するのか、まずお伺いをしたいというふうに思っています。
　次に、国民健康保険税の特別徴収について、年金から天引きさせられるの具体的な問題についてお伺いしますけれ
ども、先ほど対象世帯がどのくらいになるのかわからないという、よく把握していないという答弁があったので、こ
れは質疑のしようがないのですけれども、非常に複雑なのです、この対象者というのは。だから、結局６５歳以上
の、夫婦が６５歳であれば当然そうなるのですけれども、先ほど話あったように若い人がいたり、いろいろな事情が
ある場合は特別徴収はできないということがあるわけです。そういう状況なので、世帯数を本当は聞きたかったのだ
けれども、わからないということですから、これはわかりませんが、私は国民健康保険税の徴収事務がより煩雑にな
り、物すごく事務量がふえるのでないかと、今の担当課の職員の仕事が非常に厳しくなって、そしてもし間違えばい
ろいろ指摘をされるというので、物すごく事務が煩雑になるのでないかというふうに考えますが、その心配はないの
かどうかお伺いしたいというふうに思います。
　それから、４０歳から６４歳までの現役世代の介護納付金が引き上げられます。国民健康保険税全体は、そうでな
い方の部分は若干引き下げられるのですけれども、一番子育て世代の負担が重くなるという関係で、この世代、これ
までの国保税の収納率が低い人たちがこの世代なのです。さらに負担増することによって未納や滞納がふえるのでな
いかという心配があるのですけれども、そのあたりはどのようにお考えになっているのかお伺いしたい。
　それから、国民健康保険の中の７５歳以上の方が後期高齢者医療制度に移行で、つまり収納率の高い人、保険者が
いなくなるということなのです。それで、先ほどとの関連もありますけれども、多くの地域で収納率の低下が心配さ
れていて、砂川ではその心配がないのかどうなのか、特に私が心配するのは、収納率低下、９３％を割ると国からの
調整金のカット、ペナルティーがあるというふうに伺っていますので、その心配はないのかどうなのかお伺いしたい
と思います。
　もう一つは、これは今後の国保財政全体の見通しにもかかわることにもなりますので、非常に大事な点なので、改
めてお伺いしておきたいと思います。最後に、今回限度額が３万円引き上げられるのですけれども、この砂川市内に
おける対象世帯というのは、いわゆる収入の多い方になりますけれども、どのぐらいだというふうに把握されている
のかお伺いして、第１回目の質疑をさせていただきます。
〇議長　北谷文夫君　総務部長。
〇総務部長　善岡雅文君　（登壇）　ご質問の順番に順次お答えをしていきたいというふうに思いますけれども、若
干ちょっと答弁漏れがあれば、ご指摘を願いたいというふうに思います。
　まず、一番最初のいわゆる憲法２５条の生存権、こういうふうに強制的に介護、後期、国保、市民税と年金から特
徴することについて、これは法令違反しているのでないかと、一体どんな理由で徴収、ここから、年金から徴収する
のかというようなご質問でございます。市長ということでございますけれども、私のほうからちょっとご答弁をさせ
ていただきたいなというふうに思います。それで、１つの大きな理由としては、いわゆる高齢化が非常に進んで、年
金をもらう世帯が非常にふえてきているということが国のほうの説明の中では１つございました。一番最初に介護保
険が平成１２年ですか、介護保険制度ができまして、その中で最初に年金の中から特徴が始まったという経過がござ
いまして、その後、所得税については従来から特別徴収はされてございましたけれども、税以外で介護保険が１２年
に初めて徴収が始まったと、その後後期高齢者の、それから国保、今回国民健康保険、市民税というふうにつながる
わけでございまして、生存権からいって一体これはどうなのだという非常に難しい問題で、私たちの段階でなかなか
答えるのは難しいのでございますけれども、１８年の、いわゆる我々がよりどころとしているのは、介護保険料を年
金から強制的に天引きするのは２５条の生存権の違反になるのでないかというふうに最高裁であらわれた、争われた
例がありまして、その中の判決においては、それは憲法に違反するものではないのだと、その理由としては、ある程
度この引き去りについては、年金のいわゆる老齢基礎年金部分、国民年金の満度納めた方で７９万円ぐらいになるの
ですけれども、なかなか満度まで納めていない方もおられますので、額が少ない方も結構おられますけれども、この
部分からしか引かないのだというようなことと、生存権自体が年金だけが最低保障というか、するものではなくて、
これは国全体の制度、いわゆる給付だとか生活保護、これらを勘案した中でそれぞれ考えていくべきものであるとい
う考えからいくと、国の判例で甚だ申しわけないのですけれども、この年金の中から引くこと自体については法的に
は可能であるというふうに示されていると。国のほうの言い方としては、これからどんどん高齢化社会で年金者がふ
えてくると、それらに対する対応として特別徴収という考え方示されておりますので、その点でご理解をいただけれ
ばというふうに考えているところでございます。
　それから、続きまして、年金受給者、これについては、年金受給者の市民税の課税でございますけれども、市民税
の課税されている方については今１，６００名ございます。６５歳以上の人口については、約５，７００名、それか
ら国保税の納税義務者、これ後の６５歳から７４歳については１，５２６名でございます。
　それと、国保の先ほどの世帯の中でまだ把握されていないというのは、今ちょうどやっている最中でございまし
て、なかなかすぐには制度が複雑で出てこないというのがございます。
　それから、市民税のいわゆる年金からの特別徴収、これを来年の１０月からなのになぜ今条例を上げるのかという
ようなご質問で、まだ今の議会に上げなくてもいいのでないかということであったかと思いますけれども、先ほど武
田議員の質問の中でもお答えしたのですけれども、制度自体が結構複雑なものですから、国民健康保険税のシステム
開発でもそれぞれ砂川市の例でいくと半年ほどの開発に期間がかかったというのがございまして、住民周知も早目に



しなければならないと、たまたま国民健康保険税の引き去りについては年金天引きについては１８年度に法律だけは
通ってございましたので、ある程度対応はできたのですけれども、住民税の関係の特徴については法律の通過がこと
しの４月の３０日、国会で通ったということがございまして、今早急にこの条例を通していただいて着手しないと、
もし万が一半年程度かかるとすれば、今からやれば今年度末、ことしのぎりぎり末ぐらいと想定すると、来年の１月
からは、電算の資料はもうそれで来ますので、それが、うちのシステムができていないとそれが受け入れできない
と、そうしたら市民税の特徴について対応ができなくなるということがございますので、少なくとも遅くとも６月議
会までにはこれらを通しておかないと厳しい状況になるというのがございますので、またこれについては国のほうで
速やかに条例改正をしなさいということでございますので、今回の臨時議会で提出させていただいたと、提案させて
いただいたというところでございます。
　続きまして、これらの事務が非常に国保を含めて、これ煩雑になるのでないかというご質問でございますけれど
も、議員ご指摘のとおり、これらについては世帯、収入、収入のあり方、または世帯ごとの収入のあり方等、国保に
つきましては非常に煩雑でございまして、いわゆる事務が正直申し上げますとかなり煩雑になってきてございますの
は議員ご指摘のとおりでありまして、担当職員、それぞれ国保の担当者、市民税の担当者についてはかなり過重労働
を強いて、今まで何とか間違いのないようにこなしてきたというのが実態でございます。
　それから、５点目の収納率の、子育て世代について非常に負担になるのでないかと、それで収納率についての考え
方でございます。それで、年齢別の収納率を申し上げますと、１８年度の実績になりますけれども、４０歳未満の方
で７６．１７％、４０歳以上から６５歳未満の収納率で８９．０４％、６５歳以上７５歳未満の収納率で９８．７
１％、７５歳以上で９９．６４％というような実態になってございまして、過去の議会の中でもこれをご答弁の中で
申し上げたのですけれども、どちらかというと若年層のほうの収納率が悪くて、年金世代については収納率が高いと
いうのがございますので、次の質問と同じなのですけれども、後期高齢者ができて高齢者が出ていくと収納率の低下
がないのかと言われると、徴収部門を担当する者としては、はっきり申し上げまして収納率の低下については起こる
だろうと、だからいかにそれを起こさないようにするかというのが今の喫緊の課題となっているというところでござ
いますけれども、国保の特別調整金の基準である９３％、これらについてもある程度その制度改正とあわせて、淡い
期待ではありますけれども、動きを見ますと見直されてくるのではないかというような感じもしているところでござ
います。
　それから、減額の対象世帯ということでよろしいでしょうか。
〔「限度額」と呼ぶ者あり〕
　失礼しました。限度額超過による影響ということでございますけれども、限度額いっている世帯につきましては、
現行では８６世帯の限度額超過世帯がございますけれども、これが６１世帯に減少いたします。額でいきますと全体
で１６０万円程度の影響が出てきますけれども、これにつきましては提案説明の中でも申し上げたのですけれども、
これらについての限度額引き上げに伴う部分については市長が政策的に均等割を８００円引き下げて対応したいとい
うふうに提案説明で申し上げているところでございます。
　以上、答弁でございますけれども、答弁漏れがあればご指摘を願いたいというふうに思います。
〇議長　北谷文夫君　土田政己議員。
〇土田政己議員　それでは、再質疑をさせていただきますけれども、基本的な点については私非常に残念なのですけ
れども、今どこの多くの自治体でもここのところ議論されているのです、この問題は。特にこの見解にはいろいろ、
今部長の言ったような見解もあるし、そうでない憲法学者の人たちやいろんな意見があるのですけれども、特に僕が
さっき市長にお伺いしたいというのは、護憲派の市長さんとか民主的な市長さんはやっぱりそれはまずいと、今回や
らなければ、国がやるから、やらなければならないけれども、こういうのはうまくないという意見も明確に示してい
るのです。それで、先ほど僕は市長に聞いたのです。総務省はいろいろなこと言っているけれども、だけれども今国
民の怒りがなっている中でこんなやり方というのは、やっぱり地方自治体の長として市民の生活を守っていくとすれ
ば、その辺の私は政治姿勢をお伺いしたいなというふうに思うのです。だから、条例制定にならぬということ、それ
は市長側とすればそんなことにならないのは私は理解をしますけれども、でもその基本的な点について市民にどう説
明するのかというのが１つあると思いますので、お伺いしたいというふうに思っています。
　それから、特に個人住民税を今回引くということになったことについて、やっぱり一番問題なのは本人の了解がな
いというか、強制的な天引きだということが今度の後期高齢者の医療制度に皆さんが怒っているのです。私もわかっ
ています。年金から引いてほしいという人も当然いらっしゃるかもしれません。それは、当然そういう形でいいので
すけれども、そうでなくて強制的にすべて引くというところに大きな問題があるので、先ほど部長は給与の問題につ
いてもお話がされましたけれども、給料の問題はそれぞれの会社で皆さんから了解を得ながら差っ引いていると、市
役所の皆さんから職員の皆さんに了解を得ながら引いているということになっていますので、そことは今回の問題は
私は違うのだろうというふうに思いますので、これは基本的な点で大変問題な点だなというふうに思っています。特
に、部長言われましたように、これ住民税の場合も、ちょっとお伺いしたいのは、年金の支給されている、受けてい
る方で年金以外の収入のある方は引けないのですよね。年金の税額の方しか引けないのでないかと思うのですけれど
も、ここのところはもう一度、年金以外に収入のある方は私天引きできないというふうに聞いておりますけれども、
ここはどうなのか、ちょっと確認をさせていただきたいなというふうに思います。
　それから、国民健康保険税の特別徴収については、非常にさっき言ったように、例を言えばたくさんありますけれ
ども、先ほど答弁の一部にあったように、特別徴収になる人が７５歳の年度に入ったときには徴収できないとか、そ
れから先ほど言われたように若い人がいる世帯は徴収できないとか、いろいろきめ細かい決まりはあります。ですか
ら、事務が物すごく煩雑になって、大変だろうというふうに思うのです。ですから、決して今までの普通徴収では何
の支障もないし、先ほどの答弁から見ると、納入でいえば６５歳から７５歳、今回天引きをしようと、７４歳までの
方ですか、の収納率が９８．７１％、国が言っている９８％超えているのですよね。全体では低いですけれども、総
体とすれば低いのだけれども、ですからどうしてそれを本人の同意なしに年金から引くのかという部分ではなかなか
説明がつかないのでないかというふうに考えています。そういう意味で、もう少し国民健康保険税の特別徴収につい
て、行政側の理由で特別、市町村の判断で特別徴収が行われない場合と、それから先ほど質疑がありましたように特
別な事情で、さっき答弁あったように２つあるのです。特別な事情で徴収できない場合と、それから市町村の事情で
徴収できない場合と２つがありますので、特別の事情は私は先ほどの答弁でわかりましたけれども、市町村の理由で
徴収ができない場合というのが幾つかあるものですから、ここはひとつ具体的な点で何点かあればお伺いしたいなと
いうふうに思っています。
　それから、これは国からの調整金カット、ペナルティー受けるのに、９３％が下がるのでないかと淡い期待を持っ
ていると言うのですけれども、そういうことは結局９３％、そのぐらいで終わってしまうのでないかということ、裏
を返せばそうなるのでないかというふうに思うのです。そうすると、非常に国保財政も大変になるし、私どもが心配
しているのは、この国保財政もやっと少し砂川も基金を積み、きたときに財政が大変厳しくなって、再度国保料の引
き上げを行わざるを得ないような事態になるのではないかなというような危惧もしておりますので、その辺最後に国
保財政の今後の見通し、引き上げは当面しなくていいのかどうなのか、そこだけちょっとお伺いしておきます。
〇議長　北谷文夫君　市長。
〇市長  菊谷勝利君  （登壇）　１点私のほうから質疑に対する答弁をしたいと思うのですけれども、国民は憲法３
０条で納税の義務を負わされているわけでありまして、国民そのものは税金を納めることは嫌だと言っているわけで
なくて、私の税金はどういうふうに使われているのだろう、これが最近の国会の論争の中で必ずしも明確でなくて、



不明瞭な点が多々あるのではないだろうか。これに国民は怒っているのだろうと思うのです。１つは、今問題になっ
ている特定、道路特定財源についても、我々は立派な道路をつくるであろう、必要な道路をつくるのであろうという
ふうに納税をしているのでありますけれども、しかし国会の中身を見るとそれ以外に多く使われているのではない
か、特に職員の福利厚生にも使われていると、こういうことに怒っておられる。あるいは、年金につきましても、国
民から将来の年金給付のために支払い行為を起こしているのにもかかわらず、月数が明確でない。明確でない中での
年金の支払いをしているではないか、その年金もしっかりした中からではなくて、半強制的に高齢者の介護保険を含
めて、今回もそうでありますけれども、引き去りをしていると、こういうことに実は怒っているわけでありまして、
当然国民としては納税をするということは一方権利も私に与えてほしいと、いわば国と国民とは対等、平等の原則
は、義務を負うためには権利も同時に国はすべきでないというのが私は憲法上の問題だと思うのであります。もちろ
ん２５条の生存権もありますし、国民の権利というものもあるわけでありますけれども、あえて私は学者でもありま
せんから憲法論争をするつもりもありませんけれども、そういう点を考えるときに、強制的に私の税金はどう使われ
ているのか、それに伴う私の権利はどうしてくれるのだということの遺憾な問題が少しいびつになっているというの
が現状ではないのかな。
　ただ、私どもは、首長として地方税法の改正については裁量権というのは、先ほど部長答弁なさったようにごく一
部の、本当の根幹のそのものはなかなか地方に与えられていない。少ない年金からあなたから強制的に取ることはい
けないから、やめますということには法的にはできないというものがあるわけでありますから、残念ながら我々は法
律の範疇の中で弾力的な運営をしていきたいというのが考え方であります。ですから、先ほど国民健康保険でも今ま
で５６万円を３万円ふやして５９万にすると。だけれども、私どもは５９万円に本当はしたくてするのではなくて、
国の先ほど土田議員さんがおっしゃったようにペナルティーの問題からすると、やっぱり５９万にすることによって
特特調で１，０００万から来ると、実際は収入は１６０万をいただくけれども、しかし一方で一千何百万というもの
を損害すると大変なことになるわけでありますから、しかし我々は今国民健康保険税で歳入歳出１６０万足りないの
ではないから、その分だけは平等割で１世帯当たり８００万、８００円だったと思うのですけれども、後ほど税率改
正ありますから説明しますけれども、これで１６０万円はお返しいたしますよと、こういうことで、我々とすればで
きるだけ市民にとって税率改正はどういうふうになるのだろう、あるいはそのことによって収納率はどうなってい
く、一方は法律でないペナルティーをどんどん国はやってくると、少なく、いわば交付金を出さないようにするとい
うような、そういう周りの中で我々どうやって今後の会計を健全なものにするかという悩みを抱えながら実は税率改
正をするわけでありまして、今土田議員さんおっしゃるように、我々の権限の中ではそこまでいっていないと。した
がって、国自身が憲法の保障される生存権の中でどうやっていくかということをきちっと国民に対する義務を国は負
ってもらいたいものだというのが私の考え方でございまして、できるだけ我々は市民がどういう立場に立っているか
を考えながら税を改正をしたいと思うのでありますけれども、その権限は及ばないということでひとつご理解いただ
きたいと思います。
〇議長　北谷文夫君　総務部長。
〇総務部長　善岡雅文君　私のほうから、市民税の関係で年金受給者の方で年金以外の収入のある方についての徴収
方法は一体どうなるのだというご質問でございます。これにつきましては、年金以外、年金所得以外の所得のある方
については申告のときに選択ができるようになってございまして、例えば年金については特徴、それ以外の収入につ
いては普徴でもいいし、全部年金で引いてくださいとなれば、それは年金のほうの特徴になるというふうな取り扱い
になってございます。
　それから、国民健康保険のほうで市町村の理由で引けない場合ということで、これは個人別ではなくて市全体とし
て特徴のことを言われたかというふうに思います。先ほど武田議員の質問の中でも述べたのですけれども、国民健康
保険税の取り扱いで特徴しなくてもいいよと、その市、また自治体でしなくていいという事例としましては、国民健
康保険の場合は全部の被保険者数が１，０００人に満たない市町村、それから収納率が９８％以上であること、また
口座振替率が８５％以上である市町村については特徴をしなくてもよろしいですよというのは政令の中で出てきてい
るものでございます。
〇議長　北谷文夫君　市民部長。
〇市民部長  井上克也君  （登壇）　国保の財政見通しの関係で、年金天引き等によりまして９３％に満たないとす
れば国保財政に影響が出てくるのでないかというお話でございますけれども、この収納率の９３％の関係は、国保の
国庫支出金の中に調整交付金というものがありまして、収納率が被保険者が１万人未満、砂川市該当でございます。
収納率が９３％に満たない場合は、本来来るべき交付する額から５％減額します。一種のペナルティーがございま
す。一方、特別調整交付金の中には特別調整、調整交付金の中には特別調整交付金がございまして、この分野では経
営姿勢ということで、限度額について国で示す基準に満たした中で運営をしているということについてはその経営努
力が認められるというふうなことから、特別調整交付金として交付されるケースがある。砂川の実績で申し上げます
と、この特別調整交付金につきましては平成１８年度で１，６００万円、平成１９年度では１，７００万円、こうい
った限度額の引き上げ等の経営姿勢が認められて、特別に交付されているということでございます。このようなこと
から、この国保の財政見通しの関係でありますけれども、確かに収納率についてはそういう懸念はございますけれど
も、いずれにしても９３％を割るとペナルティー、減額があるということから、収納率の確保、向上に当然努めてま
いりますし、またこういった普調で、普通調整交付金で仮に減額がされるとか、あるいは期待すべき特別調整交付金
で限度額等の基準に満たない、そんなようなことから交付されないというふうになれば国保財政は悪化すると、そう
いうようなことでいけば、論議としては保険税で賄うような理論もしていかなければならぬと、そんなことにもなり
ますので、いずれにしてもこの９３％を確保すべく、また特別調整を確保すべく経営努力を図ってまいりたいと考え
てございます。
〇議長　北谷文夫君　総務部長。
〇総務部長　善岡雅文君　先ほどの国民健康保険の特別徴収の中で政令と申し上げましたけれども、これについては
厚生労働省からの通知でございますので、訂正させていただきます。
〇議長　北谷文夫君　土田政己議員。
〇土田政己議員　次の質疑の方もいらっしゃるもので、時間になりましたので、私の質疑はこれで終わります。
〇議長　北谷文夫君　小黒弘議員の質疑は、午後１時から行います。
　午後１時まで休憩いたします。
                            休憩  午後  ０時０１分
                            再開  午後  １時００分
〇議長　北谷文夫君　休憩中の会議を開きます。
　小黒弘議員の質疑を許します。
　小黒弘議員。
〇小黒　弘議員　（登壇）　市税条例の一部改正に対する質疑を行わせていただきます。
　２人の議員の方々からの質疑で大分私もダブっている点がありまして、そのダブっている点は省きながら質疑を行
っていきたいと思っておりますけれども、まず私は大きな点で市長にお伺いをしたいと思っていたことは、納税の義
務と権利についてのお話をぜひ市長のお口からお伺いしたいと思っていましたけれども、先ほど土田議員の中で市長
の胸のうちはお聞かせいただきました。とてもこの年金天引きに対しては、国民が怒るの、市民が怒るのも無理はな
いのではないかというような意味合いのお話だったと思います。ただ、市長には、それをそうしないための権限がな



い、及ばないことなのだというようなお話であったように私は思って先ほどのお話をとらえさせていただいたのです
けれども、本当に市長には権限が及ばないのかどうかということなのですけれども、まず第１点として、これもお二
人の議員の方々の中から出てきました地方税法の３２１条の７の２のただし書きの関係ですけれども、その他特別の
事情によりという点が先ほど総務部長の訂正によって、決して政令ではなく通知であるという段階ですよね。たかだ
か、たかだかと言ってはなんですけれども、国の通知一本で砂川市民の思いを通じさせることができないほど今の地
方自治体は国の言いなりになっていかなければならないのかどうかということなのですけれども、私は決してそうで
はないのではないか、そうでなければ地方自治は一体どこにあるのかというふうにこれまでの質疑応答を聞きながら
しみじみ感じているのですけれども、あとこれを守っていくのは、残されたのは議会しかないのではないかというふ
うに思っています。
　それで、質問の１つとしましては、その納税と義務の関係ですけれども、まず今回のこの条例の改正によって、今
まではまさに市民が、国民が納税の義務者であったと思います。ところが、今回の条例の改正によって、この特別徴
収の納税の義務者は一体だれになるのか、ここをまずお伺いしたいと思います。そして、先ほどの市長のお答えの中
で、権限が及ばない、普通徴収に法律がこうなった以上は直すわけにはいかないのだというような点の中でのもう一
つの質問なのですけれども、これはまさに政令なのですけれども、政令の第５６条の８９の２の３項というのがある
のです。今回の政令を調べていきますと、何のことだかわかりません。政令第５６条の８９の２の３項です。これは
何かというと、特別徴収をしないでいい世帯主ということが書かれているのですけれども、その６号にこのように書
かれています。国民健康保険税の関係なのですけれども、国民健康保険税の特別徴収をしないでいい場合の１つとし
て、国民健康保険税の普通徴収の方法による納付の実績等を考慮した上で、特別徴収の方法によって徴収するよりも
普通徴収の方法によって徴収することが国民健康保険税の徴収を円滑に行うことができると市町村長が認める場合
は、特別徴収をしなくていいという条文が１つあります。私は、これで本当に市長の権限が及ばないと一言だけで済
ませられる問題なのかなというふうに思っているのです。先ほどのお話の中でも非常に国保税のこれからの事務は煩
雑になる。あるいは、これから行われていく６５歳以上の、先ほども出てきましたけれども、収納率は何と９８．
７％、市民税の場合は７５歳以上も当然対象となると思うのですけれども、こちらでは９９．６４％、もうほとんど
１００％に近いほど、これまで６５歳以上の方々はまじめに税金を納めてきていただいているのです。これで、まだ
納められないときには、きっと何か事情があるのですよ。そこまでもこの年金で強制的に引き去りをしていこうとす
る今回のこの国のやり方は私は間違っていると思っているのです。だから、砂川市ぐらいは市民の声を、そして議会
の声をぜひ聞いてもらって、今回特別徴収しないと私は言ってもいいのではないかという根拠が先ほどにあると思っ
ているのですけれども、先ほど私が申し上げた政令の市町村長に対して、市町村長が認める場合ということを菊谷市
長はどのように解釈されて今回この条例を提案されたのかをお伺いしたいと思います。
　それから、少し具体的になるのですけれども、これまで税の滞納というのはもちろんあったと思うのですけれど
も、その税の滞納に対して砂川市はどのように対応されてきたのかという点なのですけれども、つまり滞納者に対し
てどういうふうに担当者はその滞納を取るような努力をしてきたのかをちょっとお伺いさせていただきたいと思って
います。
　それから、この年金以外の所得に対する関係の、先ほど土田議員の中でも少し出ていましたけれども、私は条例読
む限りは年金以外の所得に対しても市民税、年金以外の所得に対する市民税も年金から徴収できるようになるように
書かれていると思うのですけれども、この辺確認をさせていただきたいと思うのですけれども。
　それから、市民税の特別徴収に関しては、後期高齢者の医療制度や６５歳以上の国保税の天引きには介護保険料と
の合計が年金受給額の２分１を超えないというふうにあるのですけれども、市民税の場合にはこの２分の１というよ
うなことはあるのかないのかお伺いしたいと思います。
　それから、これは直接今この条例改正とは関係ないのですが、これまでも砂川市は口座振替を進めてきていると思
うのですけれども、砂川市が各固定資産税あるいは市民税を口座振替から振りかえてもらう場合に、通帳に対してど
のように記載されているのか。つまり通帳を見たときに税金を払う納税者の方はどういうふうに、つまり何かの項目
がちゃんとあって、ああ、これでこれだけのお金が引かれて、残りがこれになっているのだなというふうに今砂川市
ではなっているのかどうかをお伺いしたいのです。
　それから、国保税の関係については、口座振替の方は今回年金の天引きはされないというような話も聞いているの
ですけれども、条例読んでいる限りはそれは読み切れていませんし、法律読んでもそんなようなことはないのですけ
れども、口座振替の人は年金天引きはされないのかどうかお伺いしたいと思います。
　私は以上です。
〇議長　北谷文夫君　総務部長。
〇総務部長　善岡雅文君　（登壇）　四、五点ほどご質問がございました。これにつきましても、ちょっと答弁漏れ
があればご指摘を願いたいというふうに思います。
　まず、ちょっと順不同になりますけれども、特別徴収義務者はだれかという、年金天引きのいわゆる特別徴収義務
者はだれかということで、基本的には社会保険庁になるものでございます。ただ、一部、これは例外的なものなので
すけれども、地方公務員共済組合が一部該当する部分もございますけれども、大部分については基礎年金でございま
すので、社会保険庁になるものでございます。
　続きまして、政令の５６条の話がございました。この地方税法の改正というのは非常に複雑になってございまし
て、読んでもすぐわかりづらいというのがございまして、この５６条は個人の場合、個人の特別徴収の場合を指して
ございまして、いわゆる口座振替をしている方については、これは特別徴収によらなくても普通徴収でもよろしいで
すよと、先ほどご答弁申し上げてございますけれども、国民健康保険税の個人の場合の対象の中で４番目に被保険者
の納入実績等を考慮し、普通徴収のほうが徴収を円滑にできる場合として、１つには制度導入時及び特別徴収判定時
に滞納がなく、口座振り込みで納入している者で収納が確実に見込めると判断した場合については、市町村長はこれ
を普通徴収によることができますよというものを先ほど小黒議員さんが言われたところの政令のところはその部分に
該当するもので、この政令だけ見るとちょっと判然とはしないのですけれども、中身はそういう事情になってござい
ます。
　続きまして、３点目に税の滞納に対する対応と、市の対応ということでございますけれども、滞納者に対しては従
来から督促状、催告状をそれぞれ文書、電話等で催促を行ってございます。特に納税困難者に対しましては、納税相
談、これ夜間もやってございますけれども、その中できめ細かく相談に応じておりまして、国保の場合ですとやはり
金額が結構大きいものでございますから、分納という制度がかなり有効でございますので、分納の誓約書を出してい
ただいて、その中で徴収を行っているという状況にございます。ただ、国保の場合ですと非常に難しいのですけれど
も、特に年金の方々については国保の普通徴収の納期が７月から１２月までの６期と、６回ということでございまし
て、年金の支給日がこの間でいきますと８月、１０月、１２月ということになるのですけれども、年金の中ではなか
なか、年金で支払いするものですから、どうしても最後のほうにいきますと、年金が出るのが２月だから、２月の中
で年金の中から払いたいという方の割合も結構ございまして、その中で対応しておるというのも実態としてあるわけ
でございますけれども、一応分納の約束をとりながら何とか収納率、ことしも何とか特別調整交付金の基準である９
３％は納税のほうの努力により確保できそうな見込みになりましたけれども、その中で何とか頑張っているという状
況にあるものでございます。
　続きまして、年金所得以外の所得に対する住民税も特別徴収の対象になるのかということでございますけれども、
年金所得以外の所得のある方については申告時にいわゆる選択制がとられておりまして、年金と給与収入がある方に



ついては全部年金の中で特徴するか、または年金の部分だけを特徴にして、給与収入の場合については普通徴収にす
るかという選択が申告時にできるようになってございます。これの細部については、まだ総務省のほうからは来てご
ざいませんけれども、今の流れはそういう形のほうで話を聞いているところでございます。
　それから、いわゆる後期高齢者とか国保税については２分の１、年金の基礎年金からの２分の１判定がありますけ
れども、市民税についてはその判定はどうなるかということでございますけれども、住民税については２分の１の判
定はございません。
　続きまして、国保の口座振替の場合の、国民健康保険税口座振替している人については砂川市は特徴にするのかと
いうような質問かとございますけれども、その個人別の基準の中でうたわれておりますけれども、国民健康保険の場
合については口座振り込みをして納入している者と収入が確実と見込める者については基準がございますので、それ
については普通徴収でそのまま、普通徴収か口座振替でやっていって、特徴にしないでそのまんま口座振替でいこう
という考えで今はおります。
　それから、通帳の記帳の関係もございましたでしょうか、通帳の記帳の関係につきましては、各金融機関ごとに通
帳の記載の仕方は違うのですけれども、長い税目については全部記入できないということで、わかるような形で簡
略、コテイだとかシミンだとかいうような形で記載をするような形で区別できるように表記するというような状況
に、扱いになってございます。その辺は、全部は表記は難しいけれども、それらについては通帳の中身わかる範疇で
記載をしてくれて、それから本人には市のほうから最後に、口座振替した分については税目なり金額については通知
するようになってございます。
〇議長　北谷文夫君　小黒弘議員。
〇小黒　弘議員　今お伺いした点なのですけれども、本当に６５歳以上の人たちは何でここまでというふうに思われ
ています。数多くの声も聞いています。本当によくわかります、その年齢に近くなってきている私ですから。先ほど
質問の中で、市長は納税の義務と権利、十分憲法のこともご承知の上でのお話をお伺いしました。やっぱり私たち
は、生活する上で納税をしなければならない。その納税に対する権利は何か、先ほど市長もおっしゃっていました。
この砂川市のことだけで考えていくならば、この市民税で考えるならば、納税の義務に対して市民の権利は住民サー
ビスを受ける権利なのだろうと私は思うのです。それは、あくまでも個人と行政との関係、あるいは企業と、法人で
すよね、行政との関係。納得して税金を払う、ここがもう基本中の基本だと思うのです。ところが、先ほどのお答え
でいったら、今回の納税義務者はどなたですかと聞いたら、社会保険庁だというわけです。あの社会保険庁が私たち
の、いわゆる６５歳以上の方々の税金を納める義務者だという話ですよ。だれが信じられるのですか。本当に税金ち
ゃんと払ってくれるのですかね。今までこつこつ納めて、掛けてきた年金すらもはっきりわからない件数が５，００
０万件もあったりとか、職員が勝手に年金横領していたりだとか、その人たちが、そこのお役所が６５歳以上の方々
の納税義務者なのですよ。個人は一体どこに行くのですか、国の中に個人は埋もれてしまったのですか。こんなばか
な話は、私ないと思うのです。先ほど市長もおっしゃっていました。当然税金払うのだったら払うのだと、みんなそ
う思っていますよ。だから、先ほどのパーセントになっているのですよ。特にお年寄りたちは、まじめな人ばかりで
すよ。そこを今度こういうふうにして、そのまんま、では国の法律決まったから我々はそうせざるを得ないのだと、
ただ単純にそんなことで我が議会はそうしていっていいのでしょうか。住民や市民の声は、僕らに通じないのでしょ
うか。私は、まだ手は残っていると正直思っています。
　先ほど滞納の関係のお話がありました。年金で生活している人たちは、かなりぎりぎりの生活をしていると思いま
す。例えば子供たちが急に病気になって入院する、急なお金が要る。だけれども、年金のお金しかない。でも、納期
が迫っている。そんなときに、市の職員はどうやってそういう人たちに接してきたかといったら、今は急がなくても
いいよ、もうちょっと分けて払ってもいいし、もうちょっとおくれて払ってもいいのだよ、だけれども税金はちゃん
と納めてください。親切に対応してきているはずなのです。本当にそうしてもらって助かったという市民の方の声も
僕実際聞いています。だけれども、今回はどうですか。そういう市の職員の優しい気持ちすらも出せないような状況
に今なるのですよ。どんな事情があったって、年金から引かれていってしまうのですよ。私は、こんなひどい話はや
っぱりないと思うのです。
　それで、口座振替の場合に通帳にどういうふうに記帳されているのですかとお伺いしたのですけれども、年金は郵
便局か、あるいは銀行に振り込まれますよね。後期高齢者の方々にお伺いをしたのです。後期高齢者制度の利用料は
どういうふうに引かれていますと聞いたら、何にも書いていないのですって。その利用料で引かれたということすら
も書いていないのです。つまり、ついこの前まではこれだけ年金入っていたのに、少なくなっているというだけしか
ないのですよ。普通電気代だってガス代だって、それから市の税金だって、固定資産税に何ぼ引きました、残りはこ
れだけです、電気代はこれだけです、ＮＨＫの受信料もそうですよね。そうやって書いてあるのに、後期高齢者の関
係はただ引っ張っていっているだけです。というふうに、本当にお金これだけしか残っていなくて寂しいよと私に言
っていましたけれども、何で引かれているのかもわからないのですよ。多分今回もそうではないのですか。この市民
税、国保税も、社会保険庁のやることですから、そんな銀行、郵便局に記帳するようなことは多分しないのではない
のですか。
　そうしたら、結果的にはお年寄りは通帳を見て、６５歳以上の人が通帳を見て、何にどれだけ引かれているのかも
わからないのですよ。こんな制度は私はないと思いますし、私が今言いたいのは、では６５歳以上の市民税どうする
のということになるのではなくて、今回は年金の天引きやめて今までどおりにすれば、職員の方々も特別煩雑な事務
をしなくてもいいし、収納率の高い皆さん方はきちっとまじめに納めてもらえるだろうし、何の問題もないですよ。
砂川市に限っていえばですよ。私は、今本当にそういうふうに思っています。今回のこの市民税と、それから国保
税、特に砂川市に対する税金に関しては、ぜひとも市長の裁量の中で、どんな手使ってもいいですから、年金からの
天引きをやめて、今までどおりの普通徴収にしていただけないものかなというふうに思っていますが、そのことにつ
いてお伺いをします。
〇議長　北谷文夫君　市長。
〇市長  菊谷勝利君  （登壇）　私から、政治的な要素もあるものですから、答弁をしたいと思いますし、１回目の
質疑の中でいろいろ土田議員さんに答弁した内容に触れるようなご質疑ありまして、答弁するにいろいろ難しいなと
いうふうに思っておったのでありますけれども、まず小黒議員さんがおっしゃっているのは、収納という国民の義務
と権利は一体どうなるのだということが主体になっているのかなと思っております。これは憲法論争になるのだろう
と思うのですけれども、私はそんなことよりも単純に考えているのは、収納ということよりも、国民の義務というこ
とは国の権利がそこに派生すると。国と国民とが対等、平等の原則をなすのが権利と義務だというふうに私は認識を
しているのであります。ですから、収納ももちろん国民の義務でありますけれども、それと同時に納入した以上はそ
れにかかわる権利も当然国民として主張するのだろうというふうに思うのです。ですから、先ほど土田議員さんに答
弁したように、自分で納めたものがどういう使い方をされている。しかも、強権的に、今小黒議員さんおっしゃるよ
うに砂川ではいわば納入率が最高の人方が強制的に要は年金から引き去りすると。私ども決してそこから引き去りし
なくても、今までどおりで十分収納率を高めておりますし、その収納率高めることが、逆に言えば国民健康保険税は
９３％、全体的には払わない人に対して払う人が多いわけだから、当然収納率を高めて、いわば特徴の関係の中で新
たにまた交付金としていただけるということでありますから、先ほど総務部長おっしゃったように、その方が抜ける
ことによって収納率が悪くなって９３％を下げたとすれば、これは大変なことになるなというふうな感じを実はして
いるわけでありまして、必ずしも砂川市はこのことによって万歳だということではなくて、心情的に小黒議員さんの
おっしゃるとおりだと私は思っております。



　ただ、土田議員さんのおっしゃったように、いかに市長といえども、国の法律を曲げて、瑕疵ある議決を議員の皆
さんにしていただくということは市長という立場ではできないということです。だから、我々の権限の及ばないとこ
ろまで、なかなかこの場でやるということはできない。ですから、北海道１８０市町村の中でも、地方税法の改正に
おいては市長専決規定の中で実はやっているところもあるわけであります。それは、首長の権限が及ばないぞという
ことで実はやっておりますけれども、ただ最近の状況を見るとそうではいけないと、国の法律でありながらも、それ
ぞれの地方の議員の皆さんも十分ご理解いただくためには議会にかけて慎重なご審議をいただいて決定をするべきで
ないのかというのが通例になっておりまして、だんだんいわば専決規定から議会の議決要件にと変わりつつあるよう
な様子も実は聞いているわけでありまして、何と小黒議員さんに責められても、法律を曲げてまで云々ということに
はならないということです。ただ、言うのは、問題は義務と権利は双方に持ち寄って、いわば国と国民の対等、平等
がそこで守られるということでありますから、私はそういう方法でしていくべきものだというふうに思っておりまし
て、答弁としてはできないのですけれども、やりたいけれどもやれないという胸のうちをご理解いただいて、ご円満
の中にご審議をいただければというふうに思っております。
〇議長　北谷文夫君　総務部長。
〇総務部長　善岡雅文君　２回目の答弁の中で若干答弁漏れがございましたので、納税義務者につきましてはあくま
でも個人でございまして、特別徴収義務者が社会保険庁となるものでございます。
　それから、税の関係で市のほうで税から引き落とすもの、口座振替するものについては当然片仮名で通帳に表記さ
れますけれども、後期高齢者のお金につきましては社会保険の、年金から天引きするものですから、それは社保庁の
ほうから事前にはがきで通知して、年金から引いた後に通帳から引くものですから、そこには記載されないというふ
うになっていますので、社保庁でははがきでその額については通知しているということでございますので、ご理解願
いたいというふうに思います。
〇議長　北谷文夫君　他にございませんか。
〔「なし」と呼ぶ者あり〕
　これで質疑を終わります。
　ここで申し上げます。議案第３号について、小黒弘議員外１名から修正の動議が提出されております。
　暫時休憩いたします。
休憩  午後  １時３３分
再開  午後  １時３７分
〇議長　北谷文夫君　休憩中の会議を開きます。
　ただいま配付しました修正案を本案とあわせて議題とします。
　提案者の説明を求めます。
　小黒弘議員。
〇小黒　弘議員　（登壇）　私が提案いたしますのは、本議会に提出されました議案第３号　砂川市税条例の一部を
改正する条例に対する修正案であります。
　市長より提案のありました市税条例の改定は、地方税法の改定によるものですが、修正部分は市税条例第４７条の
２から第４７条の６の公的年金等の所得から個人の市民税を特別徴収すること及び第２節、国民健康保険税、第１５
２条から第１５８条の保険税の特別徴収を修正するものであります。
　このたびの条例改定は、６５歳以上の方々から市民税及び国保税を年金から天引きするもので、とても市民の理解
を得るものではないと考えます。地方税法が改定されて以来、多くの市民の皆さんのご意見を聞いてまいりました。
なぜ私たちがこつこつと掛金を掛けてきて、やっと年金がもらえるときになって税金を天引きされなければならない
のか、当然払うべき税金は納めるけれども、自分の意思で払いたいとの声が多くあります。納税の義務は、憲法に定
められたものでもあります。しかし、納税のこの納という字は、あくまでも国民、市民が主体的に納めるものであっ
て、宙に浮いた年金５，０００万件や年金記録に不備がある可能性が高い人から順番に送られているねんきん特別便
がことし３月までには約５，０００万件にも上るなど、年金問題を解決できない社会保険庁が特別徴収の義務者にな
ることも理解できるものではありません。少なくとも年金問題がある程度解決し、国民、市民の信頼を得る段階にな
るまで、年金の天引きによる特別徴収を行うべきではないと考えます。
　もう一つ、納税の義務に対する、私は市民の権利、先ほども申し上げましたけれども、住民サービスを受ける権利
があると考えています。市役所の仕事は、その権利にこたえるのが主な仕事であって、その信頼関係が官民の協働を
進めていける基本だと思います。このたびの年金天引きは、その義務と権利をあいまいにすることになり、地方自治
にとって重大な危機に立つことになります。これまでの税の滞納の対する市の市民に対する対応は、市の担当者が個
別に暮らしの事情などについて丁寧に相談に乗ったり、滞納分を少しずつ支払ってもらうなどの対応をしてきていま
す。ところが、今回の条例改定により、市職員のきめ細かな対応も年金からの強制的な引き去りによりできなくなり
ます。本当にこのようなことでよいのでしょうか。
　さて、議案第３号は、地方税法の改定によるものであり、自治体には裁量権がなく、条例を修正できるものではな
いのではないかという議論がありますけれども、市民税については、また国保税についてもそれぞれ地方税の条文の
中にただし書きがあります。このただし書きの中には、その他特別の事情により特別徴収を行うことが適当でないと
認められる市町村においては特別徴収の方法によらないことができるとあります。ただいま提出している修正案を議
員の皆様方に賛同いただければ、市長はまさにその他特別の事情により特別徴収を行うことができない、適当でない
と認められる状況になるわけです。私たち議会が私の提案するこの修正動議を出して、特別徴収をやめ、普通徴収を
行うことにすることという議決をすることによって、この状況が私はつくり出せると考えます。市長の立場と私たち
議員の立場とは違っていいはずです。もし仮に市長がこの議会での議決に対して不満があるのであれば、もう一度こ
の議案をご提案いただければいいと思っています。
　この年金の天引きの問題は、私たち議員にとってはそれほど深く大きな課題であると私は思っています。どんな狭
い、どんな不可能な状況であっても、国の裁量権で私たちが何もできないということに帰結していっては、地方議会
そのものの存在が危うくなると私は今思っています。国だって間違うことはあるのです。その間違いをただし、庶民
の声に一番近いところにいるのが私たち地方の議員であると思っています。今申し上げた点が私が修正案を出せる根
拠であると考えています。法あるいは先ほどのただし書きをもってしても、地方自治体の裁量権を残していると私は
考えています。ぜひ砂川市は税の年金天引きを行わずに、このことを契機としてさらに収納率を上げるため市民の協
力を仰ぎ、官民協働のまちづくりに参加してもらうよう呼びかけていくべきだと考え、公的年金にかかる、所得にか
かる個人の市民税の特別徴収及び国民健康保険税の特別徴収を普通徴収に改める修正案の提出理由といたします。
　これより修正の説明、修正案の説明を行います。１ページをおめくりください。第３８条は、市民税の徴収方法で
ありますが、公的年金から市民税の特別徴収をしないための修正であります。
　第４１条、第４４条、第４５条、第４６条、第４６条の２及び第４７条の修正は、公的年金から市民税の特別徴収
をしないために改めるものです。
　第４７条の２から第４７条の６までを削除するのは、公的年金の所得から市民税を特別徴収しないために削るもの
です。
　続いて、第２節、国民健康保険税にまいります。まず、第１４９条の修正は、保険税の徴収方法は普通徴収による
と定めるものであります。
　第１５０条は、修正により保険税は普通徴収のみとなるため、保険税の納期の、保険税の納期と改めるものです。



　第１５２条から第１５８条までを削除するのは、保険税の特別徴収をやめるために削るものです。
　附則第２条第２項と第６条第２項は、経過措置でありますが、修正により各条を削除したために削るものです。
　修正案の説明は以上でありますが、詳細につきましてはこれから行われます質疑の中でお答えをしていきたいと考
えます。市民に直接影響を与える市税徴収のあり方について活発な質疑応答をもって議論を深めることにより、市民
に身近な議会が目指せると考えています。
　よろしくご審議のほどお願い申し上げ、提案説明といたします。
〇議長　北谷文夫君　これより修正案の質疑に入ります。
　質疑ありませんか。
                            〔「なし」と呼ぶ者あり〕
　これで質疑を終わります。
　続いて討論に入ります。
　討論はありませんか。
                              〔挙手する者あり〕
　ただいま挙手された方の中で原案に賛成の討論を行う方はもう一度挙手願います。
                              〔挙手する者あり〕
　次に、原案及び修正案に反対の討論を行う方はもう一度挙手を願います。
                              〔挙手する者あり〕
　次に、修正案に賛成の討論を行う方はもう一度挙手を願います。
                              〔挙手する者あり〕
　尾崎静夫議員。
〇尾崎静夫議員　（登壇）　議案第３号　砂川市税条例の一部を改正する条例の制定について賛成の立場で討論申し
上げます。
　今回の条例改正は、大きく２点について改正されております。まず、１点目として、地方税法の改正に伴う条例の
改正であります。地方税法の改正については、本年４月３０日に改正されており、それに伴う条例の整備となってい
ます。今年度の改正は、個人住民税の寄附金控除の拡充、上場株式の配当等譲渡所得等に対する税率の特例見直し、
公的年金からの特別徴収制度創設などに対し、所要の措置を行うこととされておりますので、これら改正については
速やかな条例の改正が必要と思われます。特に公的年金の所得に係る特別徴収については、地方税法の定めにより特
別な事情がない限り特別徴収により徴収しなければならないと定められていることから、これを実施しないことは法
令違反であり、納税者の利便性を奪うことも考えられます。
　次に、大きく２点目の国民健康保険税に係る改正であります。国民健康保険税は、昨年国民健康保険会計の危機的
な収支不足を改善するため、税率の引き上げを実施したところであり、その後の収支は順調に進んでいるものと推測
されます。今回後期高齢者医療制度創設に伴い、現役世代が負担する支援金制度の導入により課税方式が３方式に改
正され、加入者の医療給付に係る分、現役世代として後期高齢医療に対する支援金、介護保険制度の２号被保険者に
係る介護保険納付金と負担すべき項目が細分化され、それぞれの需要額に応じて負担する制度が確立されたものと考
え、思います。その点、介護保険金、介護納付金の徴収額が不足している現状を放置することなく、負担すべき者が
応分の負担をすることは当然のことであります。また、限度額の引き上げについては、引き上げない場合特別調整交
付金の交付要件を満たさないことから、引き上げは必要なことであり、また引き上げに伴う増収分を平等額の引き下
げを行い、負担の軽減を行ったことは、加入者に配慮しているものであります。
　この４月から後期高齢者医療制度が始まり、ご承知のとおり非常に混乱した中での制度の開始だったと思います。
この原因は、周知不足や準備不足に尽きると思います。この税条例の改正については、特にきめ細かな周知を行うこ
とを強くお願いをするところであります。
　以上のことから、本条例改正については議員各位の賛同をよろしくお願い申し上げ、賛成討論といたします。
〇議長　北谷文夫君　土田政己議員。
〇土田政己議員　（登壇）　議案第３号　砂川市税条例の一部を改正する条例の制定について、原案並びに修正案に
反対の立場で討論いたします。
　先ほどの修正案の提案は、私たちと同意する中身もあるわけでありますけれども、私たちはそれだけでございませ
んので、残念ながら反対せざるを得ないことをご了解いただきたいと思います。
　今回の市税条例の改正は、提案説明にありましたように後期高齢者医療制度の創設に伴う、これは非常に大きい中
身でありまして、そして同時に地方税の一部改正に伴うもので、幅広い内容であります。住民税の寄附税制の見直し
や固定資産税の減額措置なども含まれた改正内容でもありますけれども、私どもが反対する第１の理由は、後期高齢
者医療制度の導入により、後期高齢者支援金が創設され、７４歳までの医療給付費率がわずかに引き下げられますけ
れども、４０歳から６４歳までの現役世代の方の介護給付金が率が引き上げられ、さらに国民健康保険税の課税限度
額を５６万円から後期高齢者支援金課税限度額を新たに加え５９万円と３万円もの大幅な引き上げになっていること
であります。第２の理由は、先ほどの修正案の提案にもありましたように、６５歳の方の国民健康保険税義務者から
本人の同意なしに公的年金から特別徴収する制度、つまり強制的に保険税を年金から天引きすることであります。第
３の理由は、６５歳以上の公的年金受給者から個人市民税の、個人市民税を本人の意向を踏まえないで年金から強制
的に天引きすることであります。これらは、憲法に保障されている生存権にかかわる問題であり、納税のあり方の根
本にかかわる問題で、多くの市民の皆さんの同意を得ることはできません。今重要なことは、８割近い国民が反対し
ている後期高齢者、高齢者差別の医療制度、後期高齢者医療制度を廃止し、すべての国民すべてが安心できる医療制
度、保険制度をどうつくるかについて財源問題も含めて国民的議論を起こし、知恵を出し合い、国民合意をつくるこ
とではないでしょうか。
　以上の理由から、本条例の制定に反対するものであります。議員各位の賛同をお願いし、反対討論といたします。
〇議長　北谷文夫君　沢田広志議員。
〇沢田広志議員　（登壇）　私たちが提案しております議案第３号　砂川市税条例の一部改正する条例の制定につい
ての修正案に対して賛成の立場で討論を行います。
　このたびの修正案については、今ほどの提案説明を通して十分に説明を申し上げさせていただいたところでありま
す。そういった中で、さまざまな諸問題を抱えている年金問題が解決されていない中において、年金問題がある程度
解決し、国民、市民の信頼を得る段階になるまで年金の天引きによる特別徴収を行うべきではないというふうに考え
ております。さらには、このたびの年金からの天引きは納税の義務と市民の住民サービスを受ける権利が相互にかか
わりを持って、ともに信頼関係を築いてきている官民協働の考え方に対してもあいまいになることとなり、地方自治
にとって重大な危機に立つことと考えております。こういったことを通しながら、私たちはこれらのこのような理由
により、公的年金等に係る所得に係る個人の市民税の特別徴収及び国民健康保険税の保険税の特別徴収を普通徴収に
改めることの修正案に賛成してまいりますので、議員各位のご賛同をいただきますようお願いを申し上げ、賛成の討
論といたします。
〇議長　北谷文夫君　これで討論を終わります。
　小黒弘議員。
〇小黒　弘議員　会派調整のための休憩の時間をいただきたいと思います。よろしくお願いします。
                            〔「賛成」と呼ぶ者あり〕



〇議長　北谷文夫君　賛成でいいですか、今の動議に対して。ただいま小黒議員から調整のための休憩を欲しいとい
う動議がなされました。ご異議ありませんか。
                          〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
　お諮りします。
　本動議のとおり決定することにご異議ございませんか。
〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
　ご異議なしと認め、休憩いたします。
休憩  午後  ２時００分
再開  午後  ２時１０分
〇議長　北谷文夫君　休憩中の会議を開きます。
　これより、採決します。
　初めに、議案第３号の修正案について起立により採決します。
　本修正案に賛成の方は起立願います。
〔起立少数〕
　起立少数であります。
　したがって、修正案は否決されました。
　これより、議案第３号の原案について起立により採決します。
　本案を、原案のとおり決定することに賛成の方は起立願います。
                                  〔起立多数〕
　起立多数であります。
　したがって、本案は原案のとおり可決されました。
　続いて、議案第１号及び第２号の一括質疑に入ります。
　質疑はありませんか。
                            〔「なし」と呼ぶ者あり〕
　これで議案第１号及び第２号の質疑を終わります。
　続いて議案第１号の討論に入ります。
　討論はありませんか。
                            〔「なし」と呼ぶ者あり〕
　討論なしと認め、これで討論を終わります。
　これより、議案第１号を採決します。
　本案を、原案のとおり決定することにご異議ありませんか。
                          〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
　ご異議なしと認め、原案のとおり可決されました。
　続いて議案第２号の討論に入ります。
　討論ありませんか。
                            〔「なし」と呼ぶ者あり〕
　討論なしと認め、これで討論を終わります。
　これより、議案第２号を採決します。
　本案を、原案のとおり決定することにご異議ありませんか。
                          〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
　ご異議なしと認め、原案のとおり可決されました。

　　　　◎閉会宣告
〇議長　北谷文夫君　以上で日程のすべてを終了いたしました。
　これで平成２０年第２回砂川市議会臨時会を閉会いたします。

�                            閉会　午後　２時１０分
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